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議案第 １号

柏市一般職職員給与条例の一部を改正する条例の制定に

ついて  

 柏市一般職職員給与条例の一部を改正する条例を次のとおり制定

する。  

  令和 ５年 ２月２４日提出

柏市長   太 田 和 美

提案理由

 児童相談所等において相談等の業務に従事した職員に支給する特

殊勤務手当を定めたいので提案する。
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柏市条例第   号

柏市一般職職員給与条例の一部を改正する条例

 柏市一般職職員給与条例（昭和３０年柏市条例第１３号）の一部

を次のように改正する。  

 別表第４社会福祉業務手当の項中「以内」の次に「（ただし，規

則で定める勤務に従事した職員にあっては，日額１，０００円以内

とする。）」を加え，同表夜間特殊業務手当の項中「４１０円」を

「１，１００円」に改める。  

附  則  

この条例は，令和５年４月１日から施行する。
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議案第１号資料

柏市一般職職員給与条例の一部を改正する条例について

柏市一般職職員給与条例（昭和３０年柏市条例第１３号）新旧対照表 

改正前 改正後 

別表第4(第13条第2項) 別表第4(第13条第2項) 

種類 支給額 

行旅死病人取扱手当から滞納整理手当まで 略 

社会福祉業務手当 月額 5,000円以内 

労務手当から施設管理者手当まで 略 

夜間特殊業務手当 1勤務 410円以内 

教員特殊業務手当から防疫等作業手当まで 略 

種類 支給額 

行旅死病人取扱手当から滞納整理手当まで 略 

社会福祉業務手当 月額 5,000円以内 (ただ

し，規則で定める勤務に従

事した職員にあっては，日

額1,000円以内とする。) 

労務手当から施設管理者手当まで 略 

夜間特殊業務手当 1勤務 1,100円以内 

教員特殊業務手当から防疫等作業手当まで 略 
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議案第 ２号

柏市附属機関設置条例の一部を改正する条例の制定につ

いて  

 柏市附属機関設置条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

る。  

  令和 ５年 ２月２４日提出

柏市長   太 田 和 美

提案理由

 本市が発注する清掃施設に係る委託業務等の請負その他の契約の

うち総合評価一般競争入札方式によるものの落札者決定基準の策定

及び落札者の決定についての審査を行うため，柏市清掃施設総合評

価一般競争入札方式選定委員会を設置したいので提案する。  
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柏市条例第   号

柏市附属機関設置条例の一部を改正する条例

 柏市附属機関設置条例（平成８年柏市条例第６号）の一部を次の

ように改正する。  

 別表市長の項柏市医療的ケア児等保育実施検討審査会の目の次に

次のように加える。  

柏市清掃

施設総合

評価一般

競争入札

方式選定

委員会  

本市が発注する 清掃施設

に係る委託業務 等の請負

その他の契約の うち総合

評価一般競争入 札方式に

よるものの落札 者決定基

準の策定 及び落 札者の決

定についての審 査 に関す

る事務  

業務ご

とに１

０人以

内 

市長が

別に定

める。 

  附  則  

この条例は，公布の日から施行する。
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議案第２号資料

柏市附属機関設置条例の一部を改正する条例について

柏市附属機関設置条例（平成８年柏市条例第６号）新旧対照表 

改正前 改正後 

別表(第2条) 別表(第2条) 

附 属

機 関

の 属

す る

執 行

機 関

等 

附属機

関 

担任する事務 委 員

の数 

委 員

の 任

期 

市長 柏市表彰審査会から柏市医療的ケア児等保育実

施検討審査会まで 略 

柏市第二清掃工場運営委員会から柏市生涯学習

推進協議会まで 略 

教育委員会及び上下水道事業管理者 略 

附 属

機 関

の 属

す る

執 行

機 関

等 

附属機

関 

担任する事務 委 員

の数 

委 員

の 任

期 

市長 柏市表彰審査会から柏市医療的ケア児等保育実

施検討審査会まで 略 

柏市清

掃施設

総合評

価一般

競争入

札方式

選定委

員会 

本市が発注する清掃

施設に係る委託業務

等の請負その他の契

約のうち総合評価一

般競争入札方式によ

るものの落札者決定

基準の策定及び落札

者の決定についての

審査に関する事務 

業 務

ご と

に 10

人 以

内 

市 長

が 別

に 定

め

る。 

柏市第二清掃工場運営委員会から柏市生涯学習

推進協議会まで 略 

教育委員会及び上下水道事業管理者 略 

備考 略 備考 略 
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議案第 ３号

柏市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定につ

いて  

 柏市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

る。  

  令和 ５年 ２月２４日提出

柏市長   太 田 和 美

提案理由

 出産育児一時金の額の改定及び保険料の減免の申請に係る特例を

定めることを行いたいので提案する。  
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柏市条例第   号

柏市国民健康保険条例の一部を改正する条例

 柏市国民健康保険条例（昭和６３年柏市条例第８号）の一部を次

のように改正する。  

 第５条第１項中「４２０，０００円」を「５００，０００円」に

改める。  

 第２８条中第３項を第４項とし，第２項の次に次の１項を加える。

３  前項の規定にかかわらず，第１項第２号又は第４号に該当する

者で前項の期限までに申請書を提出できない特別の事情があると

認められるものに係る申請書の提出の期限については，市長が別

に定める。  

附  則  

（施行期日）

１  この条例は，令和５年４月１日から施行する。ただし，第２８

条中第３項を第４項とし，第２項の次に１項を加える改正規定は，

公布の日から施行する。  

（経過措置）  

２  改正後の第５条第１項の規定は，この条例の施行の日以後に出

産した被保険者に係る出産育児一時金の額について適用し，同日

前に出産した被保険者に係る出産育児一時金の額については，な

お従前の例による。  
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議案第３号資料

柏市国民健康保険条例の一部を改正する条例について

柏市国民健康保険条例（昭和６３年柏市条例第８号）新旧対照表 

改正前 改正後 

(出産育児一時金) (出産育児一時金) 

第5条 被保険者が出産したときは，当該被保険
者の属する世帯の世帯主に対し，出産育児一時
金として，420,000円を支給する。 

第5条 被保険者が出産したときは，当該被保険
者の属する世帯の世帯主に対し，出産育児一時
金として，500,000円を支給する。 

2 略 2 略 

(保険料の減免) (保険料の減免) 

第28条 略 第28条 略 

2 略 2 略  

3 前項の規定にかかわらず，第1項第2号又は第
4号に該当する者で前項の期限までに申請書を
提出できない特別の事情があると認められる
ものに係る申請書の提出の期限については，市
長が別に定める。 

3 略 4 略 
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議案第 ４号

柏市非常勤特別職職員報酬等支給条例の一部を改正する

条例の制定について  

 柏市非常勤特別職職員報酬等支給条例の一部を改正する条例を次

のとおり制定する。  

  令和 ５年 ２月２４日提出

柏市長   太 田 和 美

提案理由

スクールロイヤーの報酬の額を定めたいので提案する。
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柏市条例第   号

柏市非常勤特別職職員報酬等支給条例の一部を改正する

条例  

柏市非常勤特別職職員報酬等支給条例（昭和６１年柏市条例第３

号）の一部を次のように改正する。  

別表第１第４２号の次に次のように加える。

４２の２ スクールロイヤー 日額 ５６，０００円 

附  則  

この条例は，令和５年４月１日から施行する。
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議案第４号資料

柏市非常勤特別職職員報酬等支給条例の一部を改正する条

例について  

柏市非常勤特別職職員報酬等支給条例（昭和６１年柏市条例第３号）新旧対照表 

改正前 改正後 

別表第1(第2条) 別表第1(第2条) 

号 職名 支給区

分 

報酬額 

1から42まで 略 

43及び44 略 

号 職名 支給区

分 

報酬額 

1から42まで 略 

42の2 スクールロイヤー 日額 56,000円 

43及び44 略 

備考 略 備考 略 
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議案第 ５号

柏市特定児童福祉施設設備運営基準条例等の一部を改正

する条例の制定について  

 柏市特定児童福祉施設設備運営基準条例等の一部を改正する条例

を次のとおり制定する。  

  令和 ５年 ２月２４日提出

柏市長   太 田 和 美

提案理由

 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省

令等の施行に伴い，関係条例の整備を行いたいので提案する。  
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柏市条例第   号

柏市特定児童福祉施設設備運営基準条例等の一部を改正

する条例  

 （柏市特定児童福祉施設設備運営基準条例の一部改正）  

第１条  柏市特定児童福祉施設設備運営基準条例（平成２４年柏市

条例第４０号）の一部を次のように改正する。

第７条の次に次の２条を加える。

  （安全計画の策定等）  

第７条の２  特定児童福祉施設（助産施設を除く。以下この条及

び次条において同じ。）は，児童の安全の確保を図るため，当

該特定児童福祉施設の設備の安全点検，職員，児童等に対する

施設外での活動，取組等を含めた特定児童福祉施設での生活そ

の他の日常生活における安全に関する指導，職員の研修及び訓

練その他特定児童福祉施設における安全に関する事項について

の計画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し，

当該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。  

２  特定児童福祉施設は，職員に対し，安全計画について周知す

るとともに，前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければな

らない。  

３  保育所は，児童の安全の確保に関して保護者との連携が図ら

れるよう，保護者に対し，安全計画に基づく取組の内容等につ

いて周知しなければならない。  

４  特定児童福祉施設は，定期的に安全計画の見直しを行い，必

要に応じて安全計画の変更を行うものとする。

  （自動車を運行する場合の所在の確認）  

第７条の３  特定児童福祉施設は，児童の施設外での活動，取組

等のための移動その他の児童の移動のために自動車を運行する

ときは，児童の乗車及び降車の際に，点呼その他の児童の所在

を確実に把握することができる方法により，児童の所在を確認

しなければならない。  

２  保育所は，児童の送迎を目的とした自動車（運転者席及びこ
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れと並列の座席並びにこれらより１つ後方に備えられた前向き

の座席以外の座席を有しないものその他利用の態様を勘案して

これと同程度に児童の見落としのおそれが少ないと認められる

ものを除く。）を日常的に運行するときは，当該自動車にブザ

ーその他の車内の児童の見落としを防止する装置を備え，これ

を用いて前項に定める所在の確認（児童の降車の際に限る。）

を行わなければならない。  

  第１０条ただし書を削り，同条に次の１項を加える。  

２  前項の規定は，入所している者の居室及び各施設に特有の設

備並びに入所している者の保護に直接従事する職員については，

適用しない。ただし，保育所の設備及び職員については，その

行う保育に支障がない場合は，この限りでない。  

  第１３条を次のように改める。  

  （業務継続計画の策定等）  

第１３条  特定児童福祉施設は，感染症や非常災害の発生時にお

いて，利用者に対する支援の提供を継続的に実施するための，

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下こ

の条において「業務継続計画」という。）を策定し，当該業務

継続計画に従い必要な措置を講じるよう努めなければならない。

２  特定児童福祉施設は，職員に対し，業務継続計画について周

知するとともに，必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう

努めなければならない。  

３  特定児童福祉施設は，定期的に業務継続計画の見直しを行い，

必要に応じて業務継続計画の変更を行うよう努めるものとする。

  第１４条第２項中「必要な措置を講じる」を「，職員に対し，

感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感

染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する」

に改める。  

  附則第２条中「乳児４人以上を入所させる保育所に係る」を削

り，「准看護師」の次に「（以下この条において「看護師等」と

いう。）」を加え，同条に次のただし書を加える。  

ただし，乳児の数が４人未満である保育所については，子育

てに関する知識と経験を有する看護師等を配置し，かつ，当該
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看護師等が保育を行うに当たって当該保育所の保育士による支

援を受けることができる体制を確保しなければならない。

 （柏市放課後児童健全育成事業設備運営基準条例の一部改正）  

第２条  柏市放課後児童健全育成事業設備運営基準条例（平成２６

年柏市条例第２７号）の一部を次のように改正する。

第７条の次に次の２条を加える。

  （安全計画の策定等）  

第７条の２  放課後児童健全育成事業者は，利用者の安全の確保

を図るため，放課後児童健全育成事業所ごとに，当該放課後児

童健全育成事業所の設備の安全点検，職員，利用者等に対する

事業所外での活動，取組等を含めた放課後児童健全育成事業所

での生活その他の日常生活における安全に関する指導，職員の

研修及び訓練その他放課後児童健全育成事業所における安全に

関する事項についての計画（以下この条において「安全計画」

という。）を策定し，当該安全計画に従い必要な措置を講じな

ければならない。  

２  放課後児童健全育成事業者は，職員に対し，安全計画につい

て周知するとともに，前項の研修及び訓練を定期的に実施しな

ければならない。  

３  放課後児童健全育成事業者は，利用者の安全の確保に関して

保護者との連携が図られるよう，保護者に対し，安全計画に基

づく取組の内容等について周知しなければならない。  

４  放課後児童健全育成事業者は，定期的に安全計画の見直しを

行い，必要に応じて安全計画の変更を行うものとする。

  （自動車を運行する場合の所在の確認）  

第７条の３  放課後児童健全育成事業者は，利用者の事業所外で

の活動，取組等のための移動その他の利用者の移動のために自

動車を運行するときは，利用者の乗車及び降車の際に，点呼そ

の他の利用者の所在を確実に把握することができる方法により，

利用者の所在を確認しなければならない。  

  第１３条の次に次の１条を加える。  

  （業務継続計画の策定等）  

第１３条の２  放課後児童健全育成事業者は，放課後児童健全育
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成事業所ごとに，感染症や非常災害の発生時において，利用者

に対する支援の提供を継続的に実施するための，及び非常時の

体制で早期の業務再開を図るための計画（以下この条において

「業務継続計画」という。）を策定し，当該業務継続計画に従

い必要な措置を講じるよう努めなければならない。  

２  放課後児童健全育成事業者は，職員に対し，業務継続計画に

ついて周知するとともに，必要な研修及び訓練を定期的に実施

するよう努めなければならない。  

３  放課後児童健全育成事業者は，定期的に業務継続計画の見直

しを行い，必要に応じて業務継続計画の変更を行うよう努める

ものとする。  

  第１４条第２項中「必要な措置を講じる」を「，職員に対し，

感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感

染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する」

に改める。  

（柏市幼保連携型認定こども園設備運営基準条例の一部改正）  

第３条  柏市幼保連携型認定こども園設備運営基準条例（平成２６

年柏市条例第２８号）の一部を次のように改正する。

  第１４条第１項の表第１３条の項を次のように改める。

第１３条第１項 利 用 者 に 対 す る 支

援の提供  

園 児 の 教 育 及 び 保

育 （ 満 ３ 歳 未 満 の

園 児 に つ い て は ，

そ の 保 育 。 以 下 同

じ。）  

及び 並びに

  第１４条第１項の表第２０条第１項の項中「（満３歳未満の園

児については，その保育。以下同じ。）」を削り，同表第３９条

の項中「園長」を「就学前の子どもに関する教育，保育等の総合

的な提供の推進に関する法律第１４条第１項に規定する園長」に

改め，第１４条第２項後段中「同条中」を「同条第１項中」に，

「「入所している」を「同条第２項中「入所している」に改め，

「便所」と」の次に「，「保育所の設備及び職員については，」

とあるのは職員については「他の社会福祉施設の職員に兼ねる場
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合であって，」と，設備については「他の社会福祉施設の設備に

兼ねる場合であって，」と」を加える。  

  附則第８条中「前２条」を「前３条」に，「又は」を「，」に，

「認める者を」を「認める者又は看護師等を」に，「並びに」を

「，」に，「認める者の」を「認める者並びに看護師等の」に改

め，同条を附則第９条とし，附則第７条の次に次の１条を加える。

第８条  第６条第３項の表備考１に定める者については，当分の

間，１人に限って，当該幼保連携型認定こども園に勤務する保

健師，看護師又は准看護師（以下「看護師等」という。）をも

って代えることができる。ただし，満１歳未満の園児の数が４

人未満である幼保連携型認定こども園については，子育てに関

する知識と経験を有する看護師等を配置し，かつ，当該看護師

等が保育を行うに当たって同表備考１に定める者による支援を

受けることができる体制を確保しなければならない。  

２  前項の場合において，当該看護師等は補助者として従事する

場合を除き，教育課程に基づく教育に従事してはならない。

 （柏市地域型保育事業設備運営基準条例の一部改正）  

第４条  柏市地域型保育事業設備運営基準条例（平成２６年柏市条

例第２９号）の一部を次のように改正する。

第７条第１項各号列記以外の部分中「次条第１項」の次に「，

第８条の３第２項」を加える。  

第８条の次に次の２条を加える。

  （安全計画の策定等）  

第８条の２  地域型保育事業者は，利用乳幼児の安全の確保を図

るため，地域型保育事業所ごとに，当該地域型保育事業所の設

備の安全点検，職員，利用乳幼児等に対する事業所外での活動，

取組等を含めた地域型保育事業所での生活その他の日常生活に

おける安全に関する指導，職員の研修及び訓練その他地域型保

育事業所における安全に関する事項についての計画（以下この

条において「安全計画」という。）を策定し，当該安全計画に

従い必要な措置を講じなければならない。

２  地域型保育事業者は，職員に対し，安全計画について周知す

るとともに，前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければな
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らない。  

３  地域型保育事業者は，利用乳幼児の安全の確保に関して保護

者との連携が図られるよう，保護者に対し，安全計画に基づく

取組の内容等について周知しなければならない。  

４  地域型保育事業者は，定期的に安全計画の見直しを行い，必

要に応じて安全計画の変更を行うものとする。

  （自動車を運行する場合の所在の確認）  

第８条の３  地域型保育事業者は，利用乳幼児の事業所外での活

動，取組等のための移動その他の利用乳幼児の移動のために自

動車を運行するときは，利用乳幼児の乗車及び降車の際に，点

呼その他の利用乳幼児の所在を確実に把握することができる方

法により，利用乳幼児の所在を確認しなければならない。  

２  地域型保育事業者は，利用乳幼児の送迎を目的とした自動車

（運転者席及びこれと並列の座席並びにこれらより１つ後方に

備えられた前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用

の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼児の見落としのおそ

れが少ないと認められるものを除く。）を日常的に運行すると

きは，当該自動車にブザーその他の車内の利用乳幼児の見落と

しを防止する装置を備え，これを用いて前項に定める所在の確

認（利用乳幼児の降車の際に限る。）を行わなければならない。

  第１１条本文中「ときは」の次に「，その行う保育に支障がな

い場合に限り」を加え，同条ただし書を削る。

  第１４条を次のように改める。

第１４条  削除  

  第１５条第２項中「必要な措置を講じる」を「，職員に対し，

感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感

染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する」

に改める。  

（柏市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業運営基準条例

の一部改正）  

第５条  柏市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業運営基準

条例（平成２６年柏市条例第３０号）の一部を次のように改正す

る。  
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  第２６条を次のように改める。

第２６条  削除

 （柏市認定こども園の認定の要件を定める条例の一部改正）  

第６条  柏市認定こども園の認定の要件を定める条例（平成３１年

柏市条例第８号）の一部を次のように改正する。

  第１８条第１項前段中「第１１条，第１２条」を「第７条の３，

第１１条から第１３条まで」に改め，同項の表第６条第４項の項

の次に次のように加える。  

第７条の３第１項  児童の  園児の

施 設 外 で の 活 動 ，

取組等  

通 園 ， 園 外 に お け

る学習  

第７条の３第２項 児童 園児

送迎 通園

日常的に運行 運行

  第１８条第１項の表第１２条の項の次に次のように加える。

第１３条第１項 利 用 者 に 対 す る 支

援の提供  

園 児 の 教 育 及 び 保

育 （ 満 ３ 歳 未 満 の

園 児 に つ い て は ，

そ の 保 育 。 以 下 同

じ。）  

及び 並びに

  第１８条第１項の表第２０条第１項の項中「（満３歳未満の園

児については，その保育。以下同じ。）」を削り，第１８条第２

項後段中「同条本文」を「同条第１項」に，「同条ただし書」を

「同条第２項」に改め，「便所」と」の次に「，「保育所の設備

及び職員については，」とあるのは職員については「他の社会福

祉施設の職員に兼ねる場合であって，」と，設備については「他

の社会福祉施設の設備に兼ねる場合であって，」と」を加える。

  附則第４条中「附則第７条」を「附則第８条」に改める。

  附則第７条の表に次のように加える。  

附則第７条 第 ４ 条 第 １ 項 の 規

定 に よ り 置 か な け

看護師等
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れ ば な ら な い 保 育

士 の 資 格 を 有 す る

者  

  附則第７条を附則第８条とし，附則第６条の次に次の１条を加

える。  

第７条  第４条第１項の規定により置かなければならない保育士

の資格を有する者については，当分の間，１人に限って，当該

認 定 こど も 園 に 勤 務 する 保 健 師 ， 看 護師 又 は 准 看 護 師（ 以 下

「看護師等」という。）をもって代えることができる。ただし，

満１歳未満の園児の数が４人未満である認定こども園について

は，子育てに関する知識と経験を有する看護師等を配置し，か

つ，当該看護師等が保育を行うに当たって当該認定こども園の

保育士の資格を有する者による支援を受けることができる体制

を確保しなければならない。

（柏市指定障害児通所支援事業等人員設備運営基準等条例の一部

改正）  

第７条  柏 市指 定障害 児通 所支 援事業 等人 員設 備運営 基準 等 条 例

（令和元年柏市条例第７号）の一部を次のように改正する。

附則に次の２項を加える。  

  （安全計画の策定等に係る経過措置）

１６  令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの間，第３

条の規定により適用する基準省令第４０条の２（基準省令第５

４条の５，第５４条の９，第６４条，第７１条，第７１条の２，

第７１条の６，第７１条の１４及び第７９条において準用する

場合を含む。）の規定の適用については，基準省令第４０条の

２中「講じなければ」とあるのは「講じるよう努めなければ」

と，「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなけれ

ば」と，「周知しなければ」とあるのは「周知するよう努めな

ければ」とする。  

  （自動車を運行する場合の所在の確認に係る経過措置）

１７  第３条の規定により適用する基準省令第４０条の３第２項

（基準省令第５４条の５，第５４条の９，第６４条，第７１条，

第 ７ １ 条 の ２ 及 び 第 ７ １ 条 の ６ に お い て 準 用 す る 場 合 を 含
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む。）の規定の適用については，指定児童発達支援事業者等に

おいて障害児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する場

合であって，当該自動車に同項に規定するブザーその他の車内

の障害児の見落としを防止する装置（以下この項において「ブ

ザー等」という。）を備えること及びこれを用いることにつき

困難な事情があるときは，令和６年３月３１日までの間，当該

自動車にブザー等を備えないことができる。この場合において，

障害児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する指定児童

発達支援事業者等は，ブザー等の設置に代わる措置を講じて障

害児の所在の確認を行わなければならない。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は，令和５年４月１日から施行する。  

 （安全計画の策定等に係る経過措置）  

２  この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間，第１条

の規定による改正後の柏市特定児童福祉施設設備運営基準条例第

７条の２（保育所に係るものを除く。）及び第２条の規定による

改正後の柏市放課後児童健全育成事業設備運営基準条例第７条の

２の規定の適用については，これらの規定中「講じなければ」と

あるのは「講じるよう努めなければ」と，「実施しなければ」と

あるのは「実施するよう努めなければ」と，「周知しなければ」

とあるのは「周知するよう努めなければ」とする。  

 （自動車を運行する場合の所在の確認に係る経過措置）  

３  第１条の規定による改正後の柏市特定児童福祉施設設備運営基

準条例第７条の３第２項の規定の適用については，保育所におい

て児童の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する場合であっ

て，当該自動車に同項に規定するブザーその他の車内の児童の見

落と し を防 止 す る装 置 （以 下 こ の項 に おい て 「 ブザ ー 等」 とい

う。）を備えること及びこれを用いることにつき困難な事情があ

るときは，令和６年３月３１日までの間，当該自動車にブザー等

を備えないことができる。この場合において，児童の送迎を目的

とした自動車を日常的に運行する保育所は，ブザー等の設置に代
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わる措置を講じて児童の所在の確認を行わなければならない。

４  第４条の規定による改正後の柏市地域型保育事業設備運営基準

条例第８条の３第２項の規定の適用については，地域型保育事業

者において利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行

する場合であって，当該自動車に同項に規定するブザーその他の

車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置（以下この項におい

て「ブザー等」という。）を備えること及びこれを用いることに

つき困難な事情があるときは，令和６年３月３１日までの間，当

該自動車にブザー等を備えないことができる。この場合において，

利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する地域型

保育事業者は，ブザー等の設置に代わる措置を講じて利用乳幼児

の所在の確認を行わなければならない。  

５  第６条の規定による改正後の柏市認定こども園の認定の要件を

定める条例第１８条第１項において準用する柏市特定児童福祉施

設設備運営基準条例第７条の３第２項の規定の適用については，

認定こども園において園児の通園を目的とした自動車を運行する

場合であって，当該自動車に同項に規定するブザーその他の車内

の園児の見落としを防止する装置（以下この項において「ブザー

等」という。）を備えること及びこれを用いることにつき困難な

事情があるときは，令和６年３月３１日までの間，当該自動車に

ブザー等を備えないことができる。この場合において，園児の通

園を目的とした自動車を運行する認定こども園は，ブザー等の設

置に代わる措置を講じて園児の所在の確認を行わなければならな

い。  
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議案第５号資料  

   柏市特定児童福祉施設設備運営基準条例等の一部を改正す  

   る条例について  

柏市特定児童福祉施設設備運営基準条例（平成２４年柏市条例第４０号）新旧対照表（第１条関係） 

改正前 改正後 

 (安全計画の策定等) 

 第7条の2 特定児童福祉施設(助産施設を除く。

以下この条及び次条において同じ。)は，児童

の安全の確保を図るため，当該特定児童福祉施

設の設備の安全点検，職員，児童等に対する施

設外での活動，取組等を含めた特定児童福祉施

設での生活その他の日常生活における安全に

関する指導，職員の研修及び訓練その他特定児

童福祉施設における安全に関する事項につい

ての計画(以下この条において「安全計画」と

いう。)を策定し，当該安全計画に従い必要な

措置を講じなければならない。 

 2 特定児童福祉施設は，職員に対し，安全計画

について周知するとともに，前項の研修及び訓

練を定期的に実施しなければならない。 

 3 保育所は，児童の安全の確保に関して保護者

との連携が図られるよう，保護者に対し，安全

計画に基づく取組の内容等について周知しな

ければならない。 

 4 特定児童福祉施設は，定期的に安全計画の見

直しを行い，必要に応じて安全計画の変更を行

うものとする。 

 (自動車を運行する場合の所在の確認) 

 第7条の3 特定児童福祉施設は，児童の施設外で

の活動，取組等のための移動その他の児童の移

動のために自動車を運行するときは，児童の乗

車及び降車の際に，点呼その他の児童の所在を

確実に把握することができる方法により，児童

の所在を確認しなければならない。 

 2 保育所は，児童の送迎を目的とした自動車(運

転者席及びこれと並列の座席並びにこれらよ

り1つ後方に備えられた前向きの座席以外の座

席を有しないものその他利用の態様を勘案し

てこれと同程度に児童の見落としのおそれが

少ないと認められるものを除く。)を日常的に

運行するときは，当該自動車にブザーその他の

車内の児童の見落としを防止する装置を備え，

これを用いて前項に定める所在の確認(児童の

降車の際に限る。)を行わなければならない。 

(他の社会福祉施設を併せて設置するときの設

備及び職員の基準) 

(他の社会福祉施設を併せて設置するときの設

備及び職員の基準) 

第10条 特定児童福祉施設は，他の社会福祉施設

を併せて設置するときは，必要に応じ当該特定

児童福祉施設の設備及び職員の一部を併せて

第10条 特定児童福祉施設は，他の社会福祉施設

を併せて設置するときは，必要に応じ当該特定

児童福祉施設の設備及び職員の一部を併せて
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設置する社会福祉施設の設備及び職員に兼ね

ることができる。ただし，入所している者の居

室及び各施設に特有の設備並びに入所してい

る者の保護に直接従事する職員については，こ

の限りでない。 

設置する社会福祉施設の設備及び職員に兼ね

ることができる。 

 2 前項の規定は，入所している者の居室及び各

施設に特有の設備並びに入所している者の保

護に直接従事する職員については，適用しな

い。ただし，保育所の設備及び職員については，

その行う保育に支障がない場合は，この限りで

ない。 

(懲戒に係る権限の濫用禁止) (業務継続計画の策定等) 

第13条 特定児童福祉施設の長は，入所中の児童

に対し法第47条第1項本文の規定により親権

を行う場合であって懲戒するとき又は同条第3

項の規定により懲戒に関しその児童の福祉の

ために必要な措置を採るときは，身体的苦痛を

与え，人格を辱める等その権限を濫用してはな

らない。 

第13条 特定児童福祉施設は，感染症や非常災害

の発生時において，利用者に対する支援の提供

を継続的に実施するための，及び非常時の体制

で早期の業務再開を図るための計画(以下この

条において「業務継続計画」という。)を策定

し，当該業務継続計画に従い必要な措置を講じ

るよう努めなければならない。 

 2 特定児童福祉施設は，職員に対し，業務継続

計画について周知するとともに，必要な研修及

び訓練を定期的に実施するよう努めなければ

ならない。 

 3 特定児童福祉施設は，定期的に業務継続計画

の見直しを行い，必要に応じて業務継続計画の

変更を行うよう努めるものとする。 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第14条 略 第14条 略 

2 特定児童福祉施設は，当該特定児童福祉施設

において感染症又は食中毒が発生し，又はまん

延しないように必要な措置を講じるよう努め

なければならない。 

2 特定児童福祉施設は，当該特定児童福祉施設

において感染症又は食中毒が発生し，又はまん

延しないように，職員に対し，感染症及び食中

毒の予防及びまん延の防止のための研修並び

に感染症の予防及びまん延の防止のための訓

練を定期的に実施するよう努めなければなら

ない。 

3及び4 略 3及び4 略 

  

附 則 附 則 

(保育士の数に関する特例) (保育士の数に関する特例) 

第2条 乳児4人以上を入所させる保育所に係る

第36条第2項に規定する保育士の数の算定に

ついては，当分の間，当該保育所に勤務する保

健師，看護師又は准看護師を，1人に限って，

保育士とみなすことができる。 

第2条 第36条第2項に規定する保育士の数の算

定については，当分の間，当該保育所に勤務す

る保健師，看護師又は准看護師(以下この条に

おいて「看護師等」という。)を，1人に限って，

保育士とみなすことができる。ただし，乳児の

数が4人未満である保育所については，子育て

に関する知識と経験を有する看護師等を配置

し，かつ，当該看護師等が保育を行うに当たっ

て当該保育所の保育士による支援を受けるこ

とができる体制を確保しなければならない。 

 

柏市放課後児童健全育成事業設備運営基準条例（平成２６年柏市条例第２７号）新旧対照表（第２条
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関係） 

改正前 改正後 

 (安全計画の策定等) 

 第7条の2 放課後児童健全育成事業者は，利用者

の安全の確保を図るため，放課後児童健全育成

事業所ごとに，当該放課後児童健全育成事業所

の設備の安全点検，職員，利用者等に対する事

業所外での活動，取組等を含めた放課後児童健

全育成事業所での生活その他の日常生活にお

ける安全に関する指導，職員の研修及び訓練そ

の他放課後児童健全育成事業所における安全

に関する事項についての計画(以下この条にお

いて「安全計画」という。)を策定し，当該安

全計画に従い必要な措置を講じなければなら

ない。 

 2 放課後児童健全育成事業者は，職員に対し，

安全計画について周知するとともに，前項の研

修及び訓練を定期的に実施しなければならな

い。 

 3 放課後児童健全育成事業者は，利用者の安全

の確保に関して保護者との連携が図られるよ

う，保護者に対し，安全計画に基づく取組の内

容等について周知しなければならない。 

 4 放課後児童健全育成事業者は，定期的に安全

計画の見直しを行い，必要に応じて安全計画の

変更を行うものとする。 

 (自動車を運行する場合の所在の確認) 

 第7条の3 放課後児童健全育成事業者は，利用者

の事業所外での活動，取組等のための移動その

他の利用者の移動のために自動車を運行する

ときは，利用者の乗車及び降車の際に，点呼そ

の他の利用者の所在を確実に把握することが

できる方法により，利用者の所在を確認しなけ

ればならない。 

 (業務継続計画の策定等) 

 第13条の2 放課後児童健全育成事業者は，放課

後児童健全育成事業所ごとに，感染症や非常災

害の発生時において，利用者に対する支援の提

供を継続的に実施するための，及び非常時の体

制で早期の業務再開を図るための計画(以下こ

の条において「業務継続計画」という。)を策

定し，当該業務継続計画に従い必要な措置を講

じるよう努めなければならない。 

 2 放課後児童健全育成事業者は，職員に対し，

業務継続計画について周知するとともに，必要

な研修及び訓練を定期的に実施するよう努め

なければならない。 

 3 放課後児童健全育成事業者は，定期的に業務

継続計画の見直しを行い，必要に応じて業務継

続計画の変更を行うよう努めるものとする。 

(衛生管理等) (衛生管理等) 
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第14条 略 第14条 略 

2 放課後児童健全育成事業者は，放課後児童健

全育成事業所において感染症又は食中毒が発

生し，又はまん延しないように必要な措置を講

じるよう努めなければならない。 

2 放課後児童健全育成事業者は，放課後児童健

全育成事業所において感染症又は食中毒が発

生し，又はまん延しないように，職員に対し，

感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための研修並びに感染症の予防及びまん延の

防止のための訓練を定期的に実施するよう努

めなければならない。 

3 略 3 略 

 

柏市幼保連携型認定こども園設備運営基準条例（平成２６年柏市条例第２８号）新旧対照表（第３条

関係） 

改正前 改正後 

(基準条例の準用) (基準条例の準用) 

第14条 基準条例第5条，第6条第1項，第2項及

び第4項，第9条，第11条から第13条まで，第1

5条(第4項ただし書を除く。)，第19条，第20

条第1項，第2項及び第3項，第34条第8号，第3

5条(後段を除く。)並びに第39条の規定は，幼

保連携型認定こども園について準用する。この

場合において，次の表の左欄に掲げる基準条例

の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ

同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものと

する。 

第14条 基準条例第5条，第6条第1項，第2項及

び第4項，第9条，第11条から第13条まで，第1

5条(第4項ただし書を除く。)，第19条，第20

条第1項，第2項及び第3項，第34条第8号，第3

5条(後段を除く。)並びに第39条の規定は，幼

保連携型認定こども園について準用する。この

場合において，次の表の左欄に掲げる基準条例

の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ

同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものと

する。 

読み替える基準

条例の規定 

読み替えられる

字句 

読み替える字句 

第5条の見出し及び同条第2項から第12条まで 略 

第13条 特定児童福祉施

設の長 

就学前の子どもに

関する教育，保育

等の総合的な提供

の推進に関する法

律第14条第1項に

規定する園長(以

下「園長」という。) 

入所中の児童に

対し法第47条第1

項本文の規定に

より親権を行う

場合であって懲

戒するとき又は

同条第3項 

法第47条第3項 

児童 園児 

第15条第1項及び第19条 略 

第20条第1項 援助 教育及び保育(満3

歳未満の園児につ

いては，その保育。

以下同じ。)並びに

子育ての支援 

入所している者 略 

第20条第2項から第35条第5号まで 略 

第39条 保育所の長 園長 

 

 

 

 

 
入所している乳幼児及び保育の 略 

 

読み替える基準

条例の規定 

読み替えられる

字句 

読み替える字句 

第5条の見出し及び同条第2項から第12条まで 略 

第13条第1項 利用者に対する

支援の提供 

園児の教育及び保

育(満3歳未満の園

児については，そ

の保育。以下同

じ。) 

及び 並びに 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第15条第1項及び第19条 略 

第20条第1項 援助 教育及び保育並び

に子育ての支援 

 

 

 

入所している者 略 

第20条第2項から第35条第5号まで 略 

第39条 保育所の長 就学前の子どもに

関する教育，保育

等の総合的な提供

の推進に関する法

律第14条第1項に

規定する園長 

入所している乳幼児及び保育の 略 
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2 基準条例第10条の規定は，幼保連携型認定こ

ども園の職員及び設備について準用する。この

場合において，同条の見出し中「他の社会福祉

施設を併せて設置する」とあるのは職員につい

ては「他の学校又は社会福祉施設の職員を兼ね

る」と，設備については「他の学校，社会福祉

施設等の設備を兼ねる」と，「設備及び職員」

とあるのは職員については「職員」と，設備に

ついては「設備」と，同条中「他の社会福祉施

設を併せて設置するときは，必要に応じ」とあ

るのは「その運営上必要と認められる場合は，」

と，「設備及び職員」とあるのは職員について

は「職員」と，設備については「設備」と，「併

せて設置する社会福祉施設」とあるのは職員に

ついては「他の学校又は社会福祉施設」と，設

備については「他の学校，社会福祉施設等」と，

「入所している者の居室及び各施設に特有の

設備並びに入所している者の保護に直接従事

する職員」とあるのは職員については「就学前

の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供

の推進に関する法律第14条第6項に規定する

園児の保育に直接従事する職員」と，設備につ

いては「乳児室，ほふく室，保育室，遊戯室又

は便所」と読み替えるものとする。 

2 基準条例第10条の規定は，幼保連携型認定こ

ども園の職員及び設備について準用する。この

場合において，同条の見出し中「他の社会福祉

施設を併せて設置する」とあるのは職員につい

ては「他の学校又は社会福祉施設の職員を兼ね

る」と，設備については「他の学校，社会福祉

施設等の設備を兼ねる」と，「設備及び職員」

とあるのは職員については「職員」と，設備に

ついては「設備」と，同条第1項中「他の社会

福祉施設を併せて設置するときは，必要に応

じ」とあるのは「その運営上必要と認められる

場合は，」と，「設備及び職員」とあるのは職

員については「職員」と，設備については「設

備」と，「併せて設置する社会福祉施設」とあ

るのは職員については「他の学校又は社会福祉

施設」と，設備については「他の学校，社会福

祉施設等」と，同条第2項中「入所している者

の居室及び各施設に特有の設備並びに入所し

ている者の保護に直接従事する職員」とあるの

は職員については「就学前の子どもに関する教

育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律

第14条第6項に規定する園児の保育に直接従

事する職員」と，設備については「乳児室，ほ

ふく室，保育室，遊戯室又は便所」と，「保育

所の設備及び職員については，」とあるのは職

員については「他の社会福祉施設の職員に兼ね

る場合であって，」と，設備については「他の

社会福祉施設の設備に兼ねる場合であって，」

と読み替えるものとする。 

  

附 則 附 則 

(幼保連携型認定こども園の職員の数等に係る

特例) 

(幼保連携型認定こども園の職員の数等に係る

特例) 

第5条から第7条まで 略 第5条から第7条まで 略 

 第8条 第6条第3項の表備考1に定める者につい

ては，当分の間，1人に限って，当該幼保連携

型認定こども園に勤務する保健師，看護師又は

准看護師(以下「看護師等」という。)をもって

代えることができる。ただし，満1歳未満の園

児の数が4人未満である幼保連携型認定こども

園については，子育てに関する知識と経験を有

する看護師等を配置し，かつ，当該看護師等が

保育を行うに当たって同表備考1に定める者に

よる支援を受けることができる体制を確保し

なければならない。 

 2 前項の場合において，当該看護師等は補助者

として従事する場合を除き，教育課程に基づく

教育に従事してはならない。 

第8条 前2条の規定により第6条第3項の表備考

1に定める者を小学校教諭等免許状所持者又は

市長が保育教諭と同等の知識及び経験を有す

ると認める者をもって代える場合においては，

第9条 前3条の規定により第6条第3項の表備考

1に定める者を小学校教諭等免許状所持者，市

長が保育教諭と同等の知識及び経験を有する

と認める者又は看護師等をもって代える場合
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当該小学校教諭等免許状所持者並びに市長が

保育教諭と同等の知識及び経験を有すると認

める者の総数は，同項の規定により置かなけれ

ばならない職員の数の3分の1を超えてはなら

ない。 

においては，当該小学校教諭等免許状所持者，

市長が保育教諭と同等の知識及び経験を有す

ると認める者並びに看護師等の総数は，同項の

規定により置かなければならない職員の数の3

分の1を超えてはならない。 

   

柏市地域型保育事業設備運営基準条例（平成２６年柏市条例第２９号）新旧対照表（第４条関係） 

改正前 改正後 

(保育所等との連携) (保育所等との連携) 

第7条 地域型保育事業者(居宅訪問型保育事業

を行う者(以下「居宅訪問型保育事業者」とい

う。)を除く。以下この条，次条第1項，第15

条第1項及び第2項，第16条第1項，第2項及び

第5項，第17条並びに第18条第1項から第3項ま

でにおいて同じ。)は，利用乳幼児に対する保

育が適正かつ確実に行われ，及び地域型保育事

業者による保育の提供の終了後も満3歳以上の

児童に対して必要な教育(教育基本法(平成18

年法律第120号)第6条第1項に規定する法律に

定める学校において行われる教育をいう。第3

号において同じ。)又は保育が継続的に提供さ

れるよう，次に掲げる事項に係る連携協力を行

う保育所，幼稚園又は認定こども園(以下「連

携施設」という。)を適切に確保しなければな

らない。 

第7条 地域型保育事業者(居宅訪問型保育事業

を行う者(以下「居宅訪問型保育事業者」とい

う。)を除く。以下この条，次条第1項，第8条

の3第2項，第15条第1項及び第2項，第16条第1

項，第2項及び第5項，第17条並びに第18条第1

項から第3項までにおいて同じ。)は，利用乳幼

児に対する保育が適正かつ確実に行われ，及び

地域型保育事業者による保育の提供の終了後

も満3歳以上の児童に対して必要な教育(教育

基本法(平成18年法律第120号)第6条第1項に規

定する法律に定める学校において行われる教

育をいう。第3号において同じ。)又は保育が継

続的に提供されるよう，次に掲げる事項に係る

連携協力を行う保育所，幼稚園又は認定こども

園(以下「連携施設」という。)を適切に確保し

なければならない。 

(1)から(3)まで 略 (1)から(3)まで 略 

2及び3 略 2及び3 略 

 (安全計画の策定等) 

 第8条の2 地域型保育事業者は，利用乳幼児の安

全の確保を図るため，地域型保育事業所ごと

に，当該地域型保育事業所の設備の安全点検，

職員，利用乳幼児等に対する事業所外での活

動，取組等を含めた地域型保育事業所での生活

その他の日常生活における安全に関する指導，

職員の研修及び訓練その他地域型保育事業所

における安全に関する事項についての計画(以

下この条において「安全計画」という。)を策

定し，当該安全計画に従い必要な措置を講じな

ければならない。 

 2 地域型保育事業者は，職員に対し，安全計画

について周知するとともに，前項の研修及び訓

練を定期的に実施しなければならない。 

 3 地域型保育事業者は，利用乳幼児の安全の確

保に関して保護者との連携が図られるよう，保

護者に対し，安全計画に基づく取組の内容等に

ついて周知しなければならない。 

 4 地域型保育事業者は，定期的に安全計画の見

直しを行い，必要に応じて安全計画の変更を行

うものとする。 

 (自動車を運行する場合の所在の確認) 

 第8条の3 地域型保育事業者は，利用乳幼児の事
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業所外での活動，取組等のための移動その他の

利用乳幼児の移動のために自動車を運行する

ときは，利用乳幼児の乗車及び降車の際に，点

呼その他の利用乳幼児の所在を確実に把握す

ることができる方法により，利用乳幼児の所在

を確認しなければならない。 

 2 地域型保育事業者は，利用乳幼児の送迎を目

的とした自動車(運転者席及びこれと並列の座

席並びにこれらより1つ後方に備えられた前向

きの座席以外の座席を有しないものその他利

用の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼

児の見落としのおそれが少ないと認められる

ものを除く。)を日常的に運行するときは，当

該自動車にブザーその他の車内の利用乳幼児

の見落としを防止する装置を備え，これを用い

て前項に定める所在の確認(利用乳幼児の降車

の際に限る。)を行わなければならない。 

(他の社会福祉施設等を併せて設置するときの

設備及び職員の基準) 

(他の社会福祉施設等を併せて設置するときの

設備及び職員の基準) 

第11条 地域型保育事業所は，他の社会福祉施設

等を併せて設置するときは，必要に応じ当該地

域型保育事業所の設備及び職員の一部を当該

併せて設置する他の社会福祉施設等の設備及

び職員に兼ねることができる。ただし，保育室

及び各事業所に特有の設備並びに利用乳幼児

の保育に直接従事する職員については，この限

りでない。 

第11条 地域型保育事業所は，他の社会福祉施設

等を併せて設置するときは，その行う保育に支

障がない場合に限り，必要に応じ当該地域型保

育事業所の設備及び職員の一部を当該併せて

設置する他の社会福祉施設等の設備及び職員

に兼ねることができる。 

(懲戒に係る権限の濫用禁止)  

第14条 地域型保育事業者は，利用乳幼児に対

し，法第47条第3項の規定により懲戒に関しそ

の利用乳幼児の福祉のために必要な措置を執

るときは，身体的苦痛を与え，人格を辱める等

その権限を濫用してはならない。 

第14条 削除 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第15条 略 第15条 略 

2 地域型保育事業者は，地域型保育事業所にお

いて感染症又は食中毒が発生し，又はまん延し

ないように必要な措置を講じるよう努めなけ

ればならない。 

2 地域型保育事業者は，地域型保育事業所にお

いて感染症又は食中毒が発生し，又はまん延し

ないように，職員に対し，感染症及び食中毒の

予防及びまん延の防止のための研修並びに感

染症の予防及びまん延の防止のための訓練を

定期的に実施するよう努めなければならない。 

3から5まで 略 3から5まで 略 

 

柏市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業運営基準条例（平成２６年柏市条例第３０号）新旧

対照表（第５条関係） 

改正前 改正後 

(懲戒に係る権限の濫用禁止)  

第26条 特定教育・保育施設(幼保連携型認定こ

ども園及び保育所に限る。以下この条において

同じ。)の長たる特定教育・保育施設の管理者

は，教育・保育給付認定子どもに対し児童福祉

第26条 削除 
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法第47条第3項の規定により懲戒に関しその

教育・保育給付認定子どもの福祉のために必要

な措置を執るときは，身体的苦痛を与え，人格

を辱める等その権限を濫用してはならない。 

   

柏市認定こども園の認定の要件を定める条例（平成３１年柏市条例第８号）新旧対照表（第６条関係） 

改正前 改正後 

(基準条例の準用) (基準条例の準用) 

第18条 基準条例第5条，第6条第1項，第2項及

び第4項，第11条，第12条，第15条(第4項ただ

し書を除く。)，第19条，第20条第1項及び第2

項，第34条第8号，第35条(後段を除く。)並び

に第39条の規定は，認定こども園について準用

する。この場合において，次の表の左欄に掲げ

る基準条例の規定中同表の中欄に掲げる字句

は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替

えるものとする。 

第18条 基準条例第5条，第6条第1項，第2項及

び第4項，第7条の3，第11条から第13条まで，

第15条(第4項ただし書を除く。)，第19条，第2

0条第1項及び第2項，第34条第8号，第35条(後

段を除く。)並びに第39条の規定は，認定こど

も園について準用する。この場合において，次

の表の左欄に掲げる基準条例の規定中同表の

中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲

げる字句に読み替えるものとする。 

読み替える基準

条例の規定 

読み替えられる

字句 

読み替える字句 

第5条の見出し及び同条第2項から第6条第4項まで 略 

 

 

 

 

 

 

 

第11条の見出しから第12条まで 略 

 

 

 

 

 

 
第15条第1項及び第19条 略 

第20条第1項 援助 教育及び保育(満3

歳未満の園児につ

いては，その保育。

以下同じ。)並びに

子育ての支援 

入所している者 略 

第20条第2項から第39条まで 略 
 

読み替える基準

条例の規定 

読み替えられる

字句 

読み替える字句 

第5条の見出し及び同条第2項から第6条第4項まで 略 

第7条の3第1項 児童の 園児の 

施設外での活動，

取組等 

通園，園外におけ

る学習 

第7条の3第2項 児童 園児 

送迎 通園 

日常的に運行 運行 

第11条の見出しから第12条まで 略 

第13条第1項 利用者に対する

支援の提供 

園児の教育及び保

育(満3歳未満の園

児については，そ

の保育。以下同

じ。) 

及び 並びに 

第15条第1項及び第19条 略 

第20条第1項 援助 教育及び保育並び

に子育ての支援 

 

 

 

入所している者 略 

第20条第2項から第39条まで 略 
 

2 基準条例第10条の規定は，認定こども園の職

員及び設備について準用する。この場合におい

て，同条の見出し中「他の社会福祉施設を併せ

て設置する」とあるのは職員については「他の

学校又は社会福祉施設の職員を兼ねる」と，設

備については「他の学校，社会福祉施設等の設

備を兼ねる」と，「設備及び職員」とあるのは

職員については「職員」と，設備については「設

備」と，同条本文中「他の社会福祉施設を併せ

て設置するときは，必要に応じ」とあるのは「そ

の運営上必要と認められる場合は，」と，「設

備及び職員」とあるのは職員については「職員」

と，設備については「設備」と，「併せて設置

する社会福祉施設」とあるのは職員については

2 基準条例第10条の規定は，認定こども園の職

員及び設備について準用する。この場合におい

て，同条の見出し中「他の社会福祉施設を併せ

て設置する」とあるのは職員については「他の

学校又は社会福祉施設の職員を兼ねる」と，設

備については「他の学校，社会福祉施設等の設

備を兼ねる」と，「設備及び職員」とあるのは

職員については「職員」と，設備については「設

備」と，同条第1項中「他の社会福祉施設を併

せて設置するときは，必要に応じ」とあるのは

「その運営上必要と認められる場合は，」と，

「設備及び職員」とあるのは職員については

「職員」と，設備については「設備」と，「併

せて設置する社会福祉施設」とあるのは職員に
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「他の学校又は社会福祉施設」と，設備につい

ては「他の学校，社会福祉施設等」と，同条た

だし書中「入所している者の居室及び各施設に

特有の設備並びに入所している者の保護に直

接従事する職員」とあるのは職員については

「園児の保育に直接従事する職員」と，設備に

ついては「乳児室，ほふく室，保育室，遊戯室

又は便所」と読み替えるものとする。 

ついては「他の学校又は社会福祉施設」と，設

備については「他の学校，社会福祉施設等」と，

同条第2項中「入所している者の居室及び各施

設に特有の設備並びに入所している者の保護

に直接従事する職員」とあるのは職員について

は「園児の保育に直接従事する職員」と，設備

については「乳児室，ほふく室，保育室，遊戯

室又は便所」と，「保育所の設備及び職員につ

いては，」とあるのは職員については「他の社

会福祉施設の職員に兼ねる場合であって，」と，

設備については「他の社会福祉施設の設備に兼

ねる場合であって，」と読み替えるものとする。 

  

附 則 附 則 

(認定こども園の職員資格に関する特例) (認定こども園の職員資格に関する特例) 

第3条 略 第3条 略 

第4条 第4条第1項及び第4項本文の規定により

置かなければならない保育士の資格を有する

者については，当分の間，幼稚園教諭若しくは

小学校教諭又は養護教諭の普通免許状を有す

る者(現に当該施設において主幹養護教諭及び

養護教諭として従事している者を除く。次条及

び附則第7条において同じ。)をもって代えるこ

とができる。 

第4条 第4条第1項及び第4項本文の規定により

置かなければならない保育士の資格を有する

者については，当分の間，幼稚園教諭若しくは

小学校教諭又は養護教諭の普通免許状を有す

る者(現に当該施設において主幹養護教諭及び

養護教諭として従事している者を除く。次条及

び附則第8条において同じ。)をもって代えるこ

とができる。 

第5条及び第6条 略 第5条及び第6条 略 

 第7条 第4条第1項の規定により置かなければ

ならない保育士の資格を有する者については，

当分の間，1人に限って，当該認定こども園に

勤務する保健師，看護師又は准看護師(以下「看

護師等」という。)をもって代えることができ

る。ただし，満1歳未満の園児の数が4人未満で

ある認定こども園については，子育てに関する

知識と経験を有する看護師等を配置し，かつ，

当該看護師等が保育を行うに当たって当該認

定こども園の保育士の資格を有する者による

支援を受けることができる体制を確保しなけ

ればならない。 

第7条 次の表の左欄に掲げる規定により同表の

中欄に掲げる者について同表の右欄に掲げる

者をもって代える場合においては，同表の右欄

に掲げる者の総数は，第3条第1項の規定により

認定こども園に置くものとされる職員の数の3

分の1を超えてはならない。 

第8条 次の表の左欄に掲げる規定により同表の

中欄に掲げる者について同表の右欄に掲げる

者をもって代える場合においては，同表の右欄

に掲げる者の総数は，第3条第1項の規定により

認定こども園に置くものとされる職員の数の3

分の1を超えてはならない。 

附則第4条から附則第6条まで 略 

 

 

 

 

 
 

附則第4条から附則第6条まで 略 

附則第7条 第4条第1項の規

定により置かな

ければならない

保育士の資格を

有する者 

看護師等 

 

 

柏市指定障害児通所支援事業等人員設備運営基準等条例（令和元年柏市条例第７号）新旧対照表（第

７条関係） 
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改正前 改正後 

附 則 附 則 

 (安全計画の策定等に係る経過措置) 

 16 令和5年4月1日から令和6年3月31日までの

間，第3条の規定により適用する基準省令第40

条の2(基準省令第54条の5，第54条の9，第64

条，第71条，第71条の2，第71条の6，第71条

の14及び第79条において準用する場合を含

む。)の規定の適用については，基準省令第40

条の2中「講じなければ」とあるのは「講じる

よう努めなければ」と，「実施しなければ」と

あるのは「実施するよう努めなければ」と，「周

知しなければ」とあるのは「周知するよう努め

なければ」とする。 

 (自動車を運行する場合の所在の確認に係る経

過措置) 

 17 第3条の規定により適用する基準省令第40

条の3第2項(基準省令第54条の5，第54条の9，

第64条，第71条，第71条の2及び第71条の6に

おいて準用する場合を含む。)の規定の適用に

ついては，指定児童発達支援事業者等において

障害児の送迎を目的とした自動車を日常的に

運行する場合であって，当該自動車に同項に規

定するブザーその他の車内の障害児の見落と

しを防止する装置(以下この項において「ブザ

ー等」という。)を備えること及びこれを用い

ることにつき困難な事情があるときは，令和6

年3月31日までの間，当該自動車にブザー等を

備えないことができる。この場合において，障

害児の送迎を目的とした自動車を日常的に運

行する指定児童発達支援事業者等は，ブザー等

の設置に代わる措置を講じて障害児の所在の

確認を行わなければならない。 

 

38



 

                       議案第  ６号   

 

 

   柏市手数料条例の一部を改正する条例の制定について  

 

 

 柏市手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

 

  令和  ５年  ２月２４日提出  

 

 

               柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 建築基準法等の改正に伴い，建築物の高さに関する特例の許可等

の申請に係る手数料の制定，低炭素建築物新築等計画及び建築物エ

ネルギー消費性能向上計画の認定の申請に係る手数料の区分及び額

を改めること等を行いたいので提案する。
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柏市条例第   号  

 

   柏市手数料条例の一部を改正する条例  

 

 柏市手数料条例（平成１２年柏市条例第６号）の一部を次のよう

に改正する。  

 

 別表第２項の表１７の項の次に次のように加える。  

１

７

の

２ 

建築基準法

第５２条第

６項第３号

の規定によ

る建築物の

延べ面積の

敷地面積に

対する割合

に関する特

例の認定の

申請に対す

る審査 

建築物

の延べ

面積の

特例認

定申請

手数料 

 １件につき４

０，０００円 

 別表第２項の表１８の項の次に次のように加える。  

１

８

の

２ 

建築基準法

第５３条第

５項の規定

による建築

物の建築面

積の敷地面

積に対する

割合に関す

る特例の許

可の申請に

対する審査 

建築物

の建築

面積の

敷地面

積に対

する割

合に関

する制

限の特

例許可

申請手

数料 

 １件につき５

０，０００円 

 別表第２項の表２１の項の次に次のように加える。  

２

１

の

２ 

建築基準法

第５５条第

３項の規定

による建築

物の高さに

関する特例

の許可の申

請に対する

審査 

建築物

の高さ

の特例

許可申

請手数

料 

 １件につき１

９０，０００

円 

 別表第２項の表２２の項中  
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「  

建築基準法

第５５条第

３項各号の

規定による

建築物の高

さの許可の

申請に対す

る審査 

建築物

の高さ

の許可

申請手

数料 
 を  

         」  

「  

建築基準法

第５５条第

４項各号の

規定による

建築物の高

さに関する

制限の適用

除外に係る

許可の申請

に対する審

査 

建築物

の高さ

に関す

る制限

の適用

除外に

係る許

可申請

手数料 

  に改め，同表２４の項の次に次のように加え  

         」  

る。  

２

４

の

２ 

建築基準法

第５８条第

２項の規定

による建築

物の高さに

関する特例

の許可の申

請に対する

審査 

高度地

区にお

ける建

築物の

高さの

特例許

可申請

手数料 

 １件につき１

９０，０００

円 

 別表 第２ 項の 表３７ の項 及び ３７の ３の 項中 「既存 建築 物を 除

く」を「建築等に係る建築物に限る」に改め，同表３８の項中「一

敷地内認定建築物以外の建築物の建築の」を「建築物の新築又は増

築等の」に，「一敷地内認定建築物以外の建築物の建築認定申請手

数料」を「公告認定対象区域内における建築物の新築又は増築等認

定申請手数料」に，「一敷地内認定建築物を除く」を「新築又は増

築等に係る建築物に限る」に改め，同表３８の２の項中「一敷地内

認定建築物以外の建築物の建築の」を「建築物の」に，「一敷地内

認定建築物以外の建築物の建築許可申請手数料」を「公告認定対象
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区域内における建築物の許可申請手数料」に，「一敷地内認定建築

物を除く」を「新築又は増築等に係る建築物に限る」に改め，同表

３８の ３の 項中 「一敷 地内 許可 建築物 以外 の建 築物の 建築 の」 を

「建築物の新築又は増築等の」に，「一敷地内許可建築物以外の建

築物の建築許可申請手数料」を「公告許可対象区域内における建築

物の新築又は増築等許可申請手数料」に，「一敷地内許可建築物を

除く」を「新築又は増築等に係る建築物に限る」に改め，同表６５

の１９の項中  

「  

一戸建ての住宅のと

き 

１戸につき３

５，０００円 

 

 

共同住宅等の住戸の

数が１戸のとき 

１棟につき３

５，０００円 

 

 

共同住宅等の住戸の

数が２戸以上５戸以

下のとき 

１棟につき７

１，０００円 

 

 

 

共同住宅等の住戸の

数が６戸以上１０戸

以下のとき 

１棟につき１

００，０００

円 

 

 

 

共同住宅等の住戸の

数が１１戸以上２５

戸以下のとき 

１棟につき１

４１，０００

円 

 

 

 

共同住宅等の住戸の

数が２６戸以上５０

戸以下のとき 

１棟につき２

０２，０００

円 

 

 

 

共同住宅等の住戸の

数が５１戸以上１０

０戸以下のとき 

１棟につき２

９０，０００

円 

 

 

 

共同住宅等の住戸の

数が１０１戸以上２

００戸以下のとき 

１棟につき３

９４，０００

円 

 

 

 

共同住宅等の住戸の

数が２０１戸以上３

００戸以下のとき 

１棟につき５

１６，０００

円 

 

 

 

共同住宅等の住戸の

数が３０１戸以上の

とき 

１棟につき６

０７，０００

円 

 

 

 

評価方

法が建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能基

準等を 

非住宅建築

物の床面積

の合計が３

００平方メ

ートル以下

のとき 

１棟につき２

４９，０００

円 

 

 

 

 

 

 

非住宅建築 １棟につき２  
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定める

省 令

（平成

２８年

経済産

業省・

国土交

通省令

第 １

号。以

下この

項，６

６の２

の項，

６６の

２の４

の項及

び６６

の２の

６の項

におい

て「基

準 省

令」と

い

う。）

第１０

条第１

号 イ

（２）

及びロ

（２）

以外に

よるも

の 

物の床面積

の合計が３ 

００平方メ

ートルを超

え１，００

０平方メー

トル以下の

とき 

７７，０００

円 

 

非住宅建築

物の床面積

の 合 計 が

１，０００

平方メート

ル を 超 え

２，０００

平方メート

ル以下のと

き 

１棟につき３

９７，０００

円 

 

非住宅建築

物の床面積

の 合 計 が

２，０００

平方メート

ル を 超 え

５，０００

平方メート

ル以下のと

き 

１棟につき５

６５，０００

円 

 

非住宅建築

物の床面積

の 合 計 が

５，０００

平方メート

ルを超え１

０，０００

平方メート

ル以下のと

き 

１棟につき６

８６，０００

円 

 

非住宅建築

物の床面積

の合計が１

０，０００

平方メート

ルを超え２

５，０００

平方メート

ル以下のと

き 

１棟につき８

１７，０００

円 

 

 

 を  
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 非住宅建築

物の床面積

の合計が２

５，０００

平方メート

ルを超える

とき 

１棟につき９

３２，０００

円 

 

評価方

法が基

準省令

第１０

条第１

号 イ

（２）

及びロ

（２）

による

もの 

非住宅建築

物の床面積

の合計が３

００平方メ

ートル以下

のとき 

１棟につき８

６，０００円 

 

非住宅建築

物の床面積

の合計が３

００平方メ

ートルを超

え１，００

０平方メー

トル以下の

とき 

１棟につき１

０８，０００

円 

 

非住宅建築

物の床面積

の 合 計 が

１，０００

平方メート

ル を 超 え

２，０００

平方メート

ル以下のと

き 

１棟につき１

４６，０００

円 

 

非住宅建築

物の床面積

の 合 計 が

２，０００

平方メート

ル を 超 え

５，０００

平方メート

ル以下のと

き 

１棟につき２

３８，０００

円 

 

非住宅建築

物の床面積

の 合 計 が

５，０００

平方メート

ルを超え１ 

０，０００ 

１棟につき３

１１，０００

円 
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 平方メート

ル以下のと

き 

  

非住宅建築

物の床面積

の合計が１

０，０００

平方メート

ルを超え２

５，０００

平方メート

ル以下のと

き 

１棟につき３

７５，０００

円 

 

非住宅建築

物の床面積

の合計が２

５，０００

平方メート

ルを超える

とき 

１棟につき４

４０，０００

円 

 

             」  

「  

評価方

法が建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能基

準等を

定める

省 令

（平成

２８年

経済産

業省・

国土交

通省令

第 １

号。以

下この

項，６

６の２

の項，

６６の

２の４

の項及

び６６

の２の 

一戸建ての

住宅の床面

積の合計が

２００平方

メートル未

満のとき 

１戸につき３

２，０００円 

 

一戸建ての

住宅の床面

積の合計が

２００平方

メートル以

上のとき 

１戸につき３

５，０００円 
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６の項

におい

て「基

準 省

令」と

い

う。）

第１０

条第２

号 イ

（２）

及びロ

（２）

以外に

よるも

の 

   

評価方

法が基

準省令

第１０

条第２

号 イ

（２）

及びロ

（２）

による

もの 

一戸建ての

住宅の床面

積の合計が

２００平方

メートル未

満のとき 

１戸につき１

６，０００円 

 

一戸建ての

住宅の床面

積の合計が

２００平方

メートル以

上のとき 

１戸につき１

７，０００円 

 

評価方

法が基

準省令

第１０

条第２

号 イ

（２）

及びロ

（２）

以外に

よるも

の 

共同住宅等

の床面積の

合計が３０

０平方メー

トル未満の

とき 

１棟につき６

４，０００円 

 

共同住宅等

の床面積の

合計が３０

０平方メー

ト ル 以 上

２，０００

平方メート

ル未満のと

き 

１棟につき１

０８，０００

円 

 

共同住宅等

の床面積の

合計が２，

０００平方 

メートル以 

上５，００ 

１棟につき１

８４，０００

円 
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 ０平方メー

トル未満の

とき 

  

 

 

共同住宅等

の床面積の

合計が５，

０００平方

メートル以

上のとき 

１棟につき２

６５，０００

円 

 

 

 

 

 

 

評価方

法が基

準省令

第１０

条第２

号 イ

（２）

及びロ

（２）

による

もの 

共同住宅等

の床面積の

合計が３０

０平方メー

トル未満の

とき 

１棟につき３

１，０００円 

 

 

 

 

 

 

共同住宅等

の床面積の

合計が３０

０平方メー

ト ル 以 上

２，０００

平方メート

ル未満のと

き 

１棟につき５

３，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共同住宅等

の床面積の

合計が２，

０００平方

メートル以

上５，００

０平方メー

トル未満の

とき 

１棟につき９

８，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共同住宅等

の床面積の

合計が５，

０００平方

メートル以

上のとき 

１棟につき１

４９，０００

円 

 

 

 

 

 

 

評価方

法が基

準省令

第１０

条第１

号 イ

（２）

及びロ

（２）

以外に 

非住宅建築

物の床面積

の合計が３

００平方メ

ートル未満

のとき 

１棟につき２

１２，０００

円 

 

 

 に，  

 

 

非住宅建築

物の床面積

の合計が３

００平方メ 

１棟につき２

６６，０００

円 
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よるも

の 

ートル以上

１，０００

平方メート

ル未満のと

き 

  

非住宅建築

物の床面積

の 合 計 が

１，０００

平方メート

ル以上２，

０００平方

メートル未

満のとき 

１棟につき３

４４，０００

円 

 

非住宅建築

物の床面積

の 合 計 が

２，０００

平方メート

ル以上５，

０００平方

メートル未

満のとき 

１棟につき４

９２，０００

円 

 

非住宅建築

物の床面積

の 合 計 が

５，０００

平方メート

ル 以 上 １

０，０００

平方メート

ル未満のと

き 

１棟につき６

０８，０００

円 

 

非住宅建築

物の床面積

の合計が１

０，０００

平方メート

ル 以 上 ２

５，０００

平方メート

ル未満のと

き 

１棟につき７

１９，０００

円 

 

非住宅建築

物の床面積

の合計が２

５，０００ 

平方メート 

ル以上のと 

１棟につき８

２１，０００

円 
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 き   

評価方

法が基

準省令

第１０

条第１

号 イ

（２）

及びロ

（２）

による

もの 

非住宅建築 

物の床面積

の合計が３

００平方メ

ートル未満

のとき 

１棟につき８

６，０００円 

 

非住宅建築

物の床面積

の合計が３

００平方メ

ートル以上

１，０００

平方メート

ル未満のと

き 

１棟につき１

０８，０００

円 

 

非住宅建築

物の床面積

の 合 計 が

１，０００

平方メート

ル以上２，

０００平方

メートル未

満のとき 

１棟につき１

４６，０００

円 

 

非住宅建築

物の床面積

の 合 計 が

２，０００

平方メート

ル以上５，

０００平方

メートル未

満のとき 

１棟につき２

３８，０００

円 

 

非住宅建築

物の床面積

の 合 計 が

５，０００

平方メート

ル 以 上 １

０，０００

平方メート

ル未満のと

き 

１棟につき３

１１，０００

円 

 

非住宅建築

物の床面積

の合計が１

０，０００ 

平方メート 

１棟につき３

７５，０００

円 
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 ル 以 上 ２

５，０００ 

平方メート

ル未満のと

き 

  

非住宅建築

物の床面積

の合計が２

５，０００

平方メート

ル以上のと

き 

１棟につき４

４０，０００

円 

 

             」  

「  

共同住宅等の住戸の

数が１戸のとき 

１棟につき

４，９００円 

 

共同住宅等の住戸の

数が２戸以上５戸以

下のとき 

１棟につき

９，８００円 

 

共同住宅等の住戸の

数が６戸以上１０戸

以下のとき 

１棟につき１

６，０００円 

 

共同住宅等の住戸の

数が１１戸以上２５

戸以下のとき 

１棟につき２

７，０００円 

 

共同住宅等の住戸の

数が２６戸以上５０

戸以下のとき 

１棟につき４

６，０００円 

 

共同住宅等の住戸の

数が５１戸以上１０

０戸以下のとき 

１棟につき８

３，０００円 

 

共同住宅等の住戸の

数が１０１戸以上２

００戸以下のとき 

１棟につき１

３１，０００

円 

 

共同住宅等の住戸の

数が２０１戸以上３

００戸以下のとき 

１棟につき１

６６，０００

円 

 

共同住宅等の住戸の

数が３０１戸以上の

とき 

１棟につき１

７８，０００

円 

 

非住宅建築物の床面

積の合計が３００平

方メートル以下のと

き 

１棟につき

９，８００円 

 

 

 

 を  
非住宅建築物の床面

積の合計が３００平

方メートルを超え

１，０００平方メー 

１棟につき１

６，０００円  
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トル以下のとき   

非住宅建築物の床面

積の合計が１，００

０平方メートルを超

え２，０００平方メ

ートル以下のとき 

１棟につき２

７，０００円 

 

非住宅建築物の床面

積の合計が２，００

０平方メートルを超

え５，０００平方メ

ートル以下のとき 

１棟につき８

３，０００円 

 

非住宅建築物の床面

積の合計が５，００

０平方メートルを超

え１０，０００平方

メートル以下のとき 

１棟につき１

３１，０００

円 

 

非住宅建築物の床面

積の合計が１０，０

００平方メートルを

超え２５，０００平

方メートル以下のと

き 

１棟につき１

６６，０００

円 

 

非住宅建築物の床面

積の合計が２５，０

００平方メートルを

超えるとき 

１棟につき２

０７，０００

円 

 

             」  

「  

共同住宅等の床面積

の合計が３００平方

メートル未満のとき 

１棟につき

９，０００円 

 

 

 

共同住宅等の床面積

の合計が３００平方

メートル以上２，０

００平方メートル未

満のとき 

１棟につき１

９，０００円 

 

 

 

 

 

共同住宅等の床面積

の合計が２，０００

平方メートル以上

５，０００平方メー

トル未満のとき 

１棟につき４

３，０００円 

 

 

 

 

 

共同住宅等の床面積

の合計が５，０００

平方メートル以上の

とき 

１棟につき７

８，０００円 

 

 

 

 

非住宅建築物の床面

積の合計が３００平

方メートル未満のと 

１棟につき

９，０００円 
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き   

非住宅建築物の床面

積の合計が３００平

方メートル以上１，

０００平方メートル

未満のとき 

１棟につき１

６，０００円 

 
 
 

 に改め，同項の摘要の１を次のよう  

非住宅建築物の床面

積の合計が１，００

０平方メートル以上

２，０００平方メー

トル未満のとき 

１棟につき２

６，０００円 

 

非住宅建築物の床面

積の合計が２，００

０平方メートル以上

５，０００平方メー

トル未満のとき 

１棟につき７

８，０００円 

 

非住宅建築物の床面

積の合計が５，００

０平方メートル以上

１０，０００平方メ

ートル未満のとき 

１棟につき１

２３，０００

円 

 

非住宅建築物の床面

積の合計が１０，０

００平方メートル以

上２５，０００平方

メートル未満のとき 

１棟につき１

５６，０００

円 

 

非住宅建築物の床面

積の合計が２５，０

００平方メートル以

上のとき 

１棟につき１

９５，０００

円 

 

             」  

うに改める。  

１  複合建築物に係る手数料の額は，当該複合建築物を住宅部分と

非住宅部分とに区分し，住宅部分についてはその単位住戸の数が

１である場合にあっては一戸建ての住宅と，その他の場合にあっ

ては共同住宅等と，非住宅部分については非住宅建築物とそれぞ

れみなして手数料の額を算定した場合の当該手数料の額に相当す

る額の合計額とする。  

 別表第２項の表６５の１９の項の摘要の２を削り，同項の摘要の

３を同項の摘要の２とし，同表６６の項の摘要中「６５の１９の項

の摘要の３」を「６５の１９の項の摘要の２」に改め，同表６６の

２の４の項中  

「  

52



 

住宅部

分 

一戸建

ての住

宅 

床面積の合

計が２００

平方メート

ル未満のと

き 

１戸につき３

４，０００円 

 を  

床面積の合

計が２００

平方メート

ル以上のと

き 

１戸につき３

８，０００円 

共同住

宅等 

床面積の合

計が３００

平方メート

ル未満のと

き 

１棟につき６

８，０００円 

床面積の合

計が３００

平方メート

ル以上２，

０００平方

メートル未

満のとき 

１棟につき１

１５，０００

円 

床面積の合

計が２，０

００平方メ

ートル以上

５，０００

平方メート

ル未満のと

き 

１棟につき１

９６，０００

円 

床面積の合

計が５，０

００平方メ

ートル以上

のとき 

１棟につき２

８２，０００

円 

                」  

「  

住

宅

部

分 

一

戸

建

て

の

住

宅 

評価方

法が基

準省令

第１０

条第２

号 イ

（２）

及びロ

（２）

以外に

よるも 

床面積の合

計が２００

平方メート

ル未満のと

き 

１戸につき３

４，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

床面積の合

計が２００

平方メート

ル以上のと

き 

１戸につき３

８，０００円 
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  の    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 に改め，同表６６の２の６の  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価方

法が基

準省令

第１０

条第２

号 イ

（２）

及びロ

（２）

による

もの 

床面積の合

計が２００

平方メート

ル未満のと

き 

１戸につき１

６，０００円 

床面積の合

計が２００

平方メート

ル以上のと

き 

１戸につき１

７，０００円 

共

同

住

宅

等 

評価方

法が基

準省令

第１０

条第２

号 イ

（２）

及びロ

（２）

以外に

よるも

の 

床面積の合

計が３００

平方メート

ル未満のと

き 

１棟につき６

８，０００円 

床面積の合

計が３００

平方メート

ル以上２，

０００平方

メートル未

満のとき 

１棟につき１

１５，０００

円 

床面積の合

計が２，０

００平方メ

ートル以上

５，０００

平方メート

ル未満のと

き 

１棟につき１

９６，０００

円 

床面積の合

計が５，０

００平方メ

ートル以上

のとき 

１棟につき２

８２，０００

円 

評価方

法が基

準省令

第１０

条第２

号 イ

（２）

及びロ

（２）

による

もの 

床面積の合

計が３００

平方メート

ル未満のと

き 

１棟につき３

１，０００円 

床面積の合

計が３００

平方メート

ル以上２，

０００平方

メートル未

満のとき 

１棟につき５

３，０００円 
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   床面積の合

計が２，０

００平方メ

ートル以上

５，０００

平方メート

ル未満のと

き 

１棟につき９

８，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

床面積の合

計が５，０

００平方メ

ートル以上

のとき 

１棟につき１

４９，０００

円 

                」  

項中「第１条第１項第２号イ（１）（ⅰ）」を「第１条第１項第２

号イ（１）」に，「第１条第１項第２号イ（２）（ｉ）」及び「第

１条第 １項 第２ 号イ（ ２） （ｉ ｉ）」 を「 第１ 条第１ 項第 ２号 イ

（２）」に改める。  

 

   附  則  

 この条例は，令和５年４月１日から施行する。  
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議
案
第
６
号
資
料

 

柏
市
手
数
料
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
に
つ
い
て

 

柏
市
手
数
料
条
例
（
平
成
１
２
年
柏
市
条
例
第
６
号
）
新
旧
対
照
表

 

改
正
前

 
改
正
後

 

別
表

(第
2
条
第

1
項

) 
別
表

(第
2
条
第

1
項

) 

1
 
略

 
1
 
略

 

2
 
そ
の
他
の
手
数
料

 
2
 
そ
の
他
の
手
数
料

 

項
 

対
象
事
務

 
名
称

 
区
分

 
金
額

 

1
か
ら

1
7
ま
で
 
略

 

               1
8
 
略

 

            

項
 

対
象
事
務

 
名
称

 
区
分

 
金
額

 

1
か
ら

1
7
ま
で
 
略

 

1
7

の
2
 

建
築
基
準

法
第

5
2

条
第

6
項

第
3
号
の

規
定
に
よ

る
建
築
物

の
延
べ
面

積
の
敷
地

面
積
に
対

す
る
割
合

に
関
す
る

特
例
の
認

定
の
申
請

に
対
す
る

審
査

 

建
築

物
の

延
べ

面
積

の
特

例
認

定
申

請
手

数
料

 

 
1
件
に
つ
き

4
0
,0

0
0
円

 

1
8
 
略

 

1
8

の
2
 

建
築
基
準

法
第

5
3

条
第

5
項

の
規
定
に

よ
る
建
築

物
の
建
築

面
積
の
敷

地
面
積
に

対
す
る
割

合
に
関
す

る
特
例
の

許
可
の
申

 

建
築

物
の

建
築

面
積

の
敷

地
面

積
に

対
す

る
割

合
に

関
す

る
制

 

 
1
件
に
つ
き

5
0
,0

0
0
円
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      1
9
か
ら

2
1
ま
で

 
略

 

           2
2
 

建
築
基
準

法
第

5
5

条
第

3
項

各
号
の
規

定
に
よ
る

建
築
物
の

高
さ
の
許

可
の
申
請

に
対
す
る

審
査

 

建
築

物
の

高
さ

の
許

可
申

請
手

数
料

 

              

略
 

2
3
及
び

2
4
 
略

 

        

 
請
に
対
す

る
審
査

 

限
の

特
例

許
可

申
請

手
数

料
 

 
 

1
9
か
ら

2
1
ま
で
 
略

 

2
1

の
2
 

建
築
基
準

法
第

5
5

条
第

3
項

の
規
定
に

よ
る
建
築

物
の
高
さ

に
関
す
る

特
例
の
許

可
の
申
請

に
対
す
る

審
査

 

建
築

物
の

高
さ

の
特

例
許

可
申

請
手

数
料

 

 
1
件
に
つ
き

1
9
0
,0

0
0
円

 

2
2
 

建
築
基
準

法
第

5
5

条
第

4
項

各
号
の
規

定
に
よ
る

建
築
物
の

高
さ
に
関

す
る
制
限

の
適
用
除

外
に
係
る

許
可
の
申

請
に
対
す

る
審
査

 

建
築

物
の

高
さ

に
関

す
る

制
限

の
適

用
除

外
に

係
る

許
可

申
請

手
数

料
 

 
略

 

2
3
及
び

2
4
 
略

 

2
4

の
2
 

建
築
基
準

法
第

5
8

条
第

2
項

の
規
定
に

よ
る
建
築

物
の
高
さ

に
関
す
る

特
例
の
許

 

高
度

地
区

に
お

け
る

建
築

物
の

高
さ

の
特

 

 
1
件
に
つ
き

1
9
0
,0

0
0
円
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    2
5
か
ら

3
6
ま
で

 
略

 

3
7
 

建
築
基
準

法
第

8
6

条
第

2
項

の
規
定
に

よ
る
一
の

敷
地
と
み

な
す
こ
と

等
の
認
定

の
申
請
に

対
す
る
審

査
 

既
存

建
築

物
を

前
提

と
し

た
総

合
的

設
計

に
よ

る
建

築
物

の
認

定
申

請
手

数
料

 

建
築
物

(既
存
建
築
物
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同

じ
。

)の
数
が

1
で
あ
る
場
合

 

略
 

建
築
物
の
数
が

2
以
上
で
あ
る
場
合
 
略

 

3
7
の

2
 
略

 

3
7

の
3
 

建
築
基
準

法
第

8
6

条
第

4
項

の
規
定
に

よ
る
一
の

敷
地
と
み

な
す
こ
と

等
の
許
可

の
申
請
に

対
す
る
審

査
 

既
存

建
築

物
を

前
提

と
し

た
総

合
的

設
計

に
よ

る
一

団
地

の
建

築
物

の
許

可
申

請
手

数
料

 

建
築
物

(既
存
建
築
物
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同

じ
。

)の
数
が

1
で
あ
る
場
合

 

略
 

建
築
物
の
数
が

2
以
上
で
あ
る
場
合
 
略

 

3
8
 

建
築
基
準

法
第

8
6

条
の

2
第

 

一
敷

地
内

認
定
 

建
築
物

(一
敷
地
内
認
定
建
築
物
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お

い
て
同
じ
。

)の
数
が

1
で
あ
る
場
合

 

略
 

建
築
物
の
数
が

2
以
上
で
あ
る
場
合
 
略

 

 
可
の
申
請

に
対
す
る

審
査

 

例
許

可
申

請
手

数
料

 

 
    

2
5
か
ら

3
6
ま
で
 
略

 

3
7
 

建
築
基
準

法
第

8
6

条
第

2
項

の
規
定
に

よ
る
一
の

敷
地
と
み

な
す
こ
と

等
の
認
定

の
申
請
に

対
す
る
審

査
 

既
存

建
築

物
を

前
提

と
し

た
総

合
的

設
計

に
よ

る
建

築
物

の
認

定
申

請
手

数
料

 

建
築
物

(建
築
等
に
係
る
建
築
物
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お

い
て
同
じ
。

)の
数
が

1
で
あ
る
場
合

 

略
 

建
築
物
の
数
が

2
以
上
で
あ
る
場
合
 
略

 

3
7
の

2
 
略

 

3
7

の
3
 

建
築
基
準

法
第

8
6

条
第

4
項

の
規
定
に

よ
る
一
の

敷
地
と
み

な
す
こ
と

等
の
許
可

の
申
請
に

対
す
る
審

査
 

既
存

建
築

物
を

前
提

と
し

た
総

合
的

設
計

に
よ

る
一

団
地

の
建

築
物

の
許

可
申

請
手

数
料

 

建
築
物

(建
築
等
に
係
る
建
築
物
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お

い
て
同
じ
。

)の
数
が

1
で
あ
る
場
合

 

略
 

建
築
物
の
数
が

2
以
上
で
あ
る
場
合
 
略

 

3
8
 

建
築
基
準

法
第

8
6

条
の

2
第

 

公
告

認
定

対
象

 

建
築
物

(新
築
又
は
増
築
等
に
係
る
建
築
物
に
限
る
。
以
下
こ

の
項
に
お
い
て
同
じ
。

)の
数
が

1
で
あ
る
場
合

 

略
 

建
築
物
の
数
が

2
以
上
で
あ
る
場
合
 
略
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1
項
の
規

定
に
よ
る

一
敷
地
内

認
定
建
築

物
以
外
の

建
築
物
の

建
築
の
認

定
の
申
請

に
対
す
る

審
査

 

建
築

物
以

外
の

建
築

物
の

建
築

認
定

申
請

手
数

料
 

   

 

3
8

の
2
 

建
築
基
準

法
第

8
6

条
の

2
第

2
項
の
規

定
に
よ
る

一
敷
地
内

認
定
建
築

物
以
外
の

建
築
物
の

建
築
の
許

可
の
申
請

に
対
す
る

審
査

 

一
敷

地
内

認
定

建
築

物
以

外
の

建
築

物
の

建
築

許
可

申
請

手
数

料
 

建
築
物

(一
敷
地
内
認
定
建
築
物
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お

い
て
同
じ
。

)の
数
が

1
で
あ
る
場
合

 

略
 

建
築
物
の
数
が

2
以
上
で
あ
る
場
合
 
略

 

3
8

の
3
 

建
築
基
準

法
第

8
6

条
の

2
第

3
項
の
規

定
に
よ
る

一
敷
地
内

許
可
建
築

物
以
外
の

建
築
物
の

建
築
の
許

可
の
申
請

に
対
す
る

審
査

 

一
敷

地
内

許
可

建
築

物
以

外
の

建
築

物
の

建
築

許
可

申
請

手
数

料
 

建
築
物

(一
敷
地
内
許
可
建
築
物
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お

い
て
同
じ
。

)の
数
が

1
で
あ
る
場
合

 

略
 

建
築
物
の
数
が

2
以
上
で
あ
る
場
合
 
略

 

             

 
1
項
の
規

定
に
よ
る

建
築
物
の

新
築
又
は

増
築
等
の

認
定
の
申

請
に
対
す

る
審
査

 

区
域

内
に

お
け

る
建

築
物

の
新

築
又

は
増

築
等

認
定

申
請

手
数

料
 

 

3
8

の
2
 

建
築
基
準

法
第

8
6

条
の

2
第

2
項
の
規

定
に
よ
る

建
築
物
の

許
可
の
申

請
に
対
す

る
審
査

 

公
告

認
定

対
象

区
域

内
に

お
け

る
建

築
物

の
許

可
申

請
手

数
料
 

 

建
築
物

(新
築
又
は
増
築
等
に
係
る
建
築
物
に
限
る
。
以
下
こ

の
項
に
お
い
て
同
じ
。

)の
数
が

1
で
あ
る
場
合

 

略
 

建
築
物
の
数
が
2
以
上
で
あ
る
場
合

 
略
 

3
8

の
3
 

建
築
基
準

法
第

8
6

条
の

2
第

3
項
の
規

定
に
よ
る

建
築
物
の

新
築
又
は

増
築
等
の

許
可
の
申

請
に
対
す

る
審
査

 

公
告

許
可

対
象

区
域

内
に

お
け

る
建

築
物

の
新

築
又

は
増

築
等

許
可

申
請

手
数

 

料
 

建
築
物

(新
築
又
は
増
築
等
に
係
る
建
築
物
に
限
る
。
以
下
こ

の
項
に
お
い
て
同
じ
。

)の
数
が

1
で
あ
る
場
合

 

略
 

建
築
物
の
数
が

2
以
上
で
あ
る
場
合
 
略
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9
か
ら

6
5
の

1
8
の

2
ま
で
 
略

 

6
5

の
1

9
 

都
市
の
低

炭
素
化
の

促
進
に
関

す
る
法
律

(
平
成

2
4

年
法
律
第

8
4
号

)第
5

3
条
第

1

項
の
規
定

に
よ
る
認

定
の
申
請

に
対
す
る

審
査

 

 

低
炭

素
建

築
物

新
築

等
計

画
認

定
申

請
手

数
料
 

 

ア
 
登
録
住
宅
性
能
評
価
機
関

又
は
建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
性
能
の
向
上
に
関
す
る

法
律

(平
成

2
7
年
法
律
第

5
3

号
。
以
下
「
建
築
物
省
エ
ネ

法
」
と
い
う
。

)第
1

5
条
第

1

項
に
規
定
す
る
登
録
建
築
物

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
判
定

機
関

(以
下
「
登
録
建
築
物
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
判
定
機

関
」
と
い
う
。

)が
交
付
し
た

低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画

に
係
る
技
術
的
審
査
適
合
証

(以
下
「
低
炭
素
建
築
物
適
合

証
」
と
い
う
。

)又
は
住
宅
性

能
評
価
書

(日
本
住
宅
性
能

表
示
基
準

(平
成

1
3
年
国
土

交
通
省
告
示
第

1
3

4
6
号

)別

表
1
の
断
熱
等
性
能
等
級
の

等
級

4
及
び
同
表
の
一
次
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
等
級
の
等

級
5
に
適
合
し
て
い
る
場
合

に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お

い
て
同
じ
。

)の
添
付
が
な
い

場
合

 

 

一
戸
建
て
の
住
宅
の
と
き

 
1
戸
に
つ
き

3
5
,0

0
0
円

 

共
同
住
宅
等
の
住
戸
の
数

が
1
戸
の
と
き

 

1
棟
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つ
き

3
5
,0

0
0
円

 

共
同
住
宅
等
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住
戸
の
数

が
2
戸
以
上

5
戸
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き
 

1
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つ
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7
1
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0
円
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住
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6
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上
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き
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0
円
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数
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上
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円
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数
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上
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5
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6
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7
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0
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低

炭
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促
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関
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性
能
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又
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築
物
の
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ル
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ー
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性
能
の
向
上
に
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す
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律
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成

2
7
年
法
律
第

5
3

号
。
以
下
「
建
築
物
省
エ
ネ

法
」
と
い
う
。

)第
1

5
条
第

1

項
に
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す
る
登
録
建
築
物

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
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性
能
判
定

機
関

(以
下
「
登
録
建
築
物
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
判
定
機

関
」
と
い
う
。

)が
交
付
し
た

低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画

に
係
る
技
術
的
審
査
適
合
証

(以
下
「
低
炭
素
建
築
物
適
合

証
」
と
い
う
。

)又
は
住
宅
性

能
評
価
書

(日
本
住
宅
性
能

表
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基
準

(平
成

1
3
年
国
土

交
通
省
告
示
第

1
3

4
6
号

)別

表
1
の
断
熱
等
性
能
等
級
の

等
級

4
及
び
同
表
の
一
次
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
等
級
の
等

級
5
に
適
合
し
て
い
る
場
合

に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お

い
て
同
じ
。

)の
添
付
が
な
い

場
合

 

評
価
方
法

が
建
築
物

エ
ネ
ル
ギ

ー
消
費
性

能
基
準
等

を
定
め
る

省
令

(
平

成
2
8
年
経

済
産

業

省
・
国
土

交
通
省
令

第
1
号
。
以

下
こ

の

項
，

6
6
の

2
の
項
，

6

6
の

2
の

4

の
項
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び

6
6
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2
の
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項
に
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基
準
省

令
」
と
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。
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1

0
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第
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イ
(
2

)
及

び
ロ

(
2

)

以
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に
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る
も
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一
戸
建
て
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の
床
面

積
の
合
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が
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方
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ー
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ル
未
満

の
と
き
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ー
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一
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ー
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満
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住
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積
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ー
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ル
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き

 

1
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7
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評
価
方
法

 
共
同
住
宅
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1
棟
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つ
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非
住
宅
建
築

物
の
床
面
積

の
合
計
が

3

0
0
平
方
メ

ー
ト
ル
未
満

の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

8
6
,0

0
0
円

 

 
 

 
        

非
住
宅
建
築

物
の
床
面
積

の
合
計
が

3

0
0
平
方
メ

ー
ト
ル
以
上

1
,0

0
0
平
方

メ
ー
ト
ル
未

満
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

1
0
8
,0

0
0
円
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非
住
宅
建
築

物
の
床
面
積

の
合
計
が

1
,

0
0

0
平
方
メ

ー
ト
ル
を
超

え
2

,0
0

0
平

方
メ
ー
ト
ル

以
下
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

1
4
6
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

 
非
住
宅
建
築

物
の
床
面
積

の
合
計
が

2
,

0
0

0
平
方
メ

ー
ト
ル
を
超

え
5

,0
0

0
平

方
メ
ー
ト
ル

以
下
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

2
3
8
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

非
住
宅
建
築

物
の
床
面
積

の
合
計
が

5
,

0
0

0
平
方
メ

ー
ト
ル
を
超

え
1

0
,0

0
0

平
方
メ
ー
ト

ル
以
下
の
と

き
 

1
棟
に
つ
き

3
1
1
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

非
住
宅
建
築

物
の
床
面
積

の
合
計
が

1

0
,0

0
0
平
方

メ
ー
ト
ル
を

超
え

2
5

,0
0

0
平
方
メ
ー

ト
ル
以
下
の

と
き

 

1
棟
に
つ
き

3
7
5
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

非
住
宅
建
築

物
の
床
面
積

の
合
計
が

2

5
,0

0
0
平
方

メ
ー
ト
ル
を

超
え
る
と
き

 

1
棟
に
つ
き

4
4
0
,0

0
0
円

 

 
 

 
イ

 
低
炭
素
建
築
物
適
合
証
又

 
一
戸
建
て
の
住
宅
の
と
き
 
略

 

 
 

 
 

 
非
住
宅
建
築

物
の
床
面
積

の
合
計
が

1
,

0
0

0
平
方
メ

ー
ト
ル
以
上

2
,0

0
0
平
方

メ
ー
ト
ル
未

満
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

1
4
6
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

        

非
住
宅
建
築

物
の
床
面
積

の
合
計
が

2
,

0
0

0
平
方
メ

ー
ト
ル
以
上

5
,0

0
0
平
方

メ
ー
ト
ル
未

満
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

2
3
8
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

         

非
住
宅
建
築

物
の
床
面
積

の
合
計
が

5
,

0
0

0
平
方
メ

ー
ト
ル
以
上

1
0

,0
0

0
平

方
メ
ー
ト
ル

未
満
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

3
1
1
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

 
非
住
宅
建
築

物
の
床
面
積

の
合
計
が

1

0
,0

0
0
平
方

メ
ー
ト
ル
以

上
2

5
,0

0
0

平
方
メ
ー
ト

ル
未
満
の
と

き
 

1
棟
に
つ
き

3
7
5
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

 
非
住
宅
建
築

物
の
床
面
積

の
合
計
が

2

5
,0

0
0
平
方

メ
ー
ト
ル
以

上
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

4
4
0
,0

0
0
円

 

 
 

 
イ

 
低
炭
素
建
築
物
適
合
証
又

 
一
戸
建
て
の
住
宅
の
と
き
 
略
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は
住
宅
性
能
評
価
書
の
添
付

が
あ
る
場
合

 

共
同
住
宅
等
の
住
戸
の
数

が
1
戸
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

4
,9

0
0
円

 

 
 

 
 

共
同
住
宅
等
の
住
戸
の
数

が
2
戸
以
上

5
戸
以
下
の
と

き
 

1
棟
に
つ
き

9
,8

0
0
円

 

共
同
住
宅
等
の
住
戸
の
数

が
6
戸
以
上

1
0
戸
以
下
の

と
き

 

1
棟
に
つ
き

1
6
,0

0
0
円

 

共
同
住
宅
等
の
住
戸
の
数

が
1

1
戸
以
上

2
5
戸
以
下
の

と
き

 

1
棟
に
つ
き

2
7
,0

0
0
円

 

共
同
住
宅
等
の
住
戸
の
数

が
2

6
戸
以
上

5
0
戸
以
下
の

と
き

 

1
棟
に
つ
き

4
6
,0

0
0
円

 

共
同
住
宅
等
の
住
戸
の
数

が
5

1
戸
以
上

1
0

0
戸
以
下

の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

8
3
,0

0
0
円

 

共
同
住
宅
等
の
住
戸
の
数

が
1
0
1
戸
以
上

2
0
0
戸
以
下

の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

1
3
1
,0

0
0
円

 

共
同
住
宅
等
の
住
戸
の
数

が
2
0
1
戸
以
上

3
0
0
戸
以
下

の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

1
6
6
,0

0
0
円

 

共
同
住
宅
等
の
住
戸
の
数

が
3
0
1
戸
以
上
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

1
7
8
,0

0
0
円

 

非
住
宅
建
築
物
の
床
面
積

の
合
計
が

3
0

0
平
方
メ
ー

ト
ル
以
下
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

9
,8

0
0
円

 

非
住
宅
建
築
物
の
床
面
積

の
合
計
が

3
0

0
平
方
メ
ー

ト
ル
を
超
え

1
,0

0
0
平
方

メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

1
6
,0

0
0
円

 

非
住
宅
建
築
物
の
床
面
積

の
合
計
が

1
,0

0
0
平
方
メ

ー
ト
ル
を
超
え

2
,0

0
0
平

方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

2
7
,0

0
0
円

 

非
住
宅
建
築
物
の
床
面
積

の
合
計
が

2
,0

0
0
平
方
メ

ー
ト
ル
を
超
え

5
,0

0
0
平

 

方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

8
3
,0

0
0
円

 

 
 

 
 
は
住
宅
性
能
評
価
書
の
添
付

が
あ
る
場
合

 

共
同
住
宅
等
の
床
面
積
の

合
計
が

3
0

0
平
方
メ
ー
ト

ル
未
満
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

9
,0

0
0
円

 

                                      

                                       

                                       

                                       

共
同
住
宅
等
の
床
面
積
の

合
計
が

3
0

0
平
方
メ
ー
ト

ル
以
上

2
,0

0
0
平
方
メ
ー

ト
ル
未
満
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

1
9
,0

0
0
円

 

共
同
住
宅
等
の
床
面
積
の

合
計
が

2
,0

0
0
平
方
メ
ー

ト
ル
以
上

5
,0

0
0
平
方
メ

ー
ト
ル
未
満
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

4
3
,0

0
0
円

 

共
同
住
宅
等
の
床
面
積
の

合
計
が

5
,0

0
0
平
方
メ
ー

ト
ル
以
上
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

7
8
,0

0
0
円

 

            

 

非
住
宅
建
築
物
の
床
面
積

の
合
計
が

3
0

0
平
方
メ
ー

ト
ル
未
満
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

9
,0

0
0
円

 

非
住
宅
建
築
物
の
床
面
積

の
合
計
が

3
0

0
平
方
メ
ー

ト
ル
以
上

1
,0

0
0
平
方
メ

ー
ト
ル
未
満
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

1
6
,0

0
0
円

 

非
住
宅
建
築
物
の
床
面
積

の
合
計
が

1
,0

0
0
平
方
メ

ー
ト
ル
以
上

2
,0

0
0
平
方

メ
ー
ト
ル
未
満
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

2
6
,0

0
0
円

 

非
住
宅
建
築
物
の
床
面
積

の
合
計
が

2
,0

0
0
平
方
メ

ー
ト
ル
以
上

5
,0

0
0
平
方

メ
ー
ト
ル
未
満
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

7
8
,0

0
0
円
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非
住
宅
建
築
物
の
床
面
積

の
合
計
が

5
,0

0
0
平
方
メ

ー
ト
ル
を
超
え

1
0

,0
0

0
平

方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

1
3
1
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

非
住
宅
建
築
物
の
床
面
積

の
合
計
が

1
0

,0
0

0
平
方
メ

ー
ト
ル
を
超
え

2
5

,0
0

0
平

方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

1
6
6
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

非
住
宅
建
築
物
の
床
面
積

の
合
計
が

2
5

,0
0

0
平
方
メ

ー
ト
ル
を
超
え
る
と
き

 

1
棟
に
つ
き

2
0
7
,0

0
0
円

 

 
 

                              

(摘
要

) 

1
 
共
同
住
宅
等
に
お
い
て
一
部
の
住
戸
が
認
定
の
申
請
を
す
る
場
合
の
手
数

料
の
額
は
，
当
該
申
請
に
係
る
一
部
の
住
戸
の
数
に
よ
り
算
定
す
る
。

 

    2
 
共
同
住
宅
等
に
係
る
都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第

5
3
条

第
1
項
に
規
定
す
る
低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画
が
共
用
部
分
又
は
非
住
宅

部
分

(共
用
部
分
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。

)を
有
す
る
場
合

の
手
数
料
の
額
は
，
上
の
区
分
に
よ
り
算
定
し
た
住
戸
部
分
の
額
に
，
共
同

住
宅
等

1
棟
に
つ
き
次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
に
定
め
る

額
を
加
え
た
額
と
す
る
。
た
だ
し
，
住
戸
部
分
の
み
を
認
定
の
申
請
の
対
象

と
す
る
も
の
に
あ
っ
て
は
，
こ
の
限
り
で
な
い
。

 

(1
) 
共
用
部
分
を
有
す
る
場
合
で
低
炭
素
建
築
物
適
合
証
又
は
住
宅
性
能

評
価
書
の
添
付
が
な
い
と
き

 
次
に
定
め
る
額

 

ア
 
共
用
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

3
0

0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き

は
，

1
1
2
,0

0
0
円

 

イ
 
共
用
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

3
0

0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

1
,0

0

0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

1
3
4
,0

0
0
円

 

ウ
 
共
用
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

1
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

2
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

1
8
6
,0

0
0
円

 

エ
 
共
用
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

2
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

5
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

2
8
9
,0

0
0
円

 

オ
 
共
用
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

5
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

1
0
,

0
0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

3
7
2
,0

0
0
円

 

カ
 
共
用
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

1
0

,0
0

0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

2

5
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

4
4
4
,0

0
0
円

 

キ
 
共
用
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

2
5
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え
る

と
き
は
，

5
1
8
,0

0
0
円

 

(2
) 
共
用
部
分
を
有
す
る
場
合
で
低
炭
素
建
築
物
適
合
証
又
は
住
宅
性
能

 

 
 

 
非
住
宅
建
築
物
の
床
面
積

の
合
計
が

5
,0

0
0
平
方
メ

ー
ト
ル
以
上

1
0

,0
0

0
平
方

メ
ー
ト
ル
未
満
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

1
2
3
,0

0
0
円

 

非
住
宅
建
築
物
の
床
面
積

の
合
計
が

1
0

,0
0

0
平
方
メ

ー
ト
ル
以
上

2
5

,0
0

0
平
方

メ
ー
ト
ル
未
満
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

1
5
6
,0

0
0
円

 

非
住
宅
建
築
物
の
床
面
積

の
合
計
が

2
5

,0
0

0
平
方
メ

ー
ト
ル
以
上
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

1
9
5
,0

0
0
円

 

(摘
要

) 

1
 
複
合
建
築
物
に
係
る
手
数
料
の
額
は
，
当
該
複
合
建
築
物
を
住
宅
部
分
と

非
住
宅
部
分
と
に
区
分
し
，
住
宅
部
分
に
つ
い
て
は
そ
の
単
位
住
戸
の
数
が

1
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
一
戸
建
て
の
住
宅
と
，
そ
の
他
の
場
合
に
あ
っ

て
は
共
同
住
宅
等
と
，
非
住
宅
部
分
に
つ
い
て
は
非
住
宅
建
築
物
と
そ
れ
ぞ

れ
み
な
し
て
手
数
料
の
額
を
算
定
し
た
場
合
の
当
該
手
数
料
の
額
に
相
当

す
る
額
の
合
計
額
と
す
る
。
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評
価
書
の
添
付
が
あ
る
と
き

 
次
に
定
め
る
額

 

ア
 
共
用
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

3
0

0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き

は
，

9
,6

0
0
円

 

イ
 
共
用
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

3
0

0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

1
,0

0

0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

1
6
,0

0
0
円

 

ウ
 
共
用
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

1
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

2
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

2
7
,0

0
0
円

 

エ
 
共
用
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

2
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

5
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

8
3
,0

0
0
円

 

オ
 
共
用
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

5
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

1
0
,

0
0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

1
3
1
,0

0
0
円

 

カ
 
共
用
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

1
0

,0
0

0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

2

5
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

1
6
6
,0

0
0
円

 

キ
 
共
用
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

2
5
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え
る

と
き
は
，

2
0
7
,0

0
0
円

 

(3
) 
非
住
宅
部
分
を
有
す
る
場
合
で
低
炭
素
建
築
物
適
合
証
又
は
住
宅
性

能
評
価
書
の
添
付
が
な
い
と
き

 
次
に
定
め
る
額

 

ア
 
非
住
宅
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

3
0

0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と

き
は
，

2
4
9
,0

0
0
円

 

イ
 
非
住
宅
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

3
0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

1
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

2
7
7
,0

0
0
円

 

ウ
 
非
住
宅
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

1
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

2
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

3
9
7
,0

0
0
円

 

エ
 
非
住
宅
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

2
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

5
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

5
6
5
,0

0
0
円

 

オ
 
非
住
宅
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

5
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

1

0
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

6
8
6
,0

0
0
円

 

カ
 
非
住
宅
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

1
0
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

2
5
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

8
1
7
,0

0
0
円

 

キ
 
非
住
宅
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

2
5
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

る
と
き
は
，

9
3
2
,0

0
0
円

 

(4
) 
非
住
宅
部
分
を
有
す
る
場
合
で
低
炭
素
建
築
物
適
合
証
又
は
住
宅
性

能
評
価
書
の
添
付
が
あ
る
と
き

 
次
に
定
め
る
額

 

ア
 
非
住
宅
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

3
0

0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と

き
は
，

9
,8

0
0
円

 

イ
 
非
住
宅
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

3
0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

1
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

1
6
,0

0
0
円

 

ウ
 
非
住
宅
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

1
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

2
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

2
7
,0

0
0
円

 

エ
 
非
住
宅
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

2
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

5
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

8
3
,0

0
0
円

 

オ
 
非
住
宅
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

5
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

1

0
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

1
3
1
,0

0
0
円
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カ
 
非
住
宅
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

1
0
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

2
5
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
の
と
き
は
，

1
6
6
,0

0
0
円

 

キ
 
非
住
宅
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が

2
5
,0

0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え

る
と
き
は
，

2
0
7
,0

0
0
円

 

3
 
略

 

6
6
 

都
市
の
低

炭
素
化
の

促
進
に
関

す
る
法
律

第
5

5
条

第
1
項
の

規
定
に
よ

る
変
更
の

認
定
の
申

請
に
対
す

る
審
査

 

低
炭

素
建

築
物

新
築

等
計

画
変

更
認

定
申

請
手

数
料

 

 
略

 

(摘
要

) 

6
5
の

1
9
の
項
の
摘
要
の

3
の
規
定
は
，
都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る

法
律
第

5
5
条
第

1
項
の
規
定
に
よ
る
低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画
の
変
更
の

認
定
の
申
請
に
併
せ
て
当
該
低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画
が
建
築
基
準
関
係

規
定
に
適
合
す
る
か
ど
う
か
の
審
査
の
申
出
が
あ
っ
た
場
合
に
つ
い
て
準
用

す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
，

6
5
の

1
9
の
項
の
摘
要
の

3
の
規
定
中
「
上
の
区

分
に
よ
り
算
定
し
た
額
」
と
あ
る
の
は
「

6
5
の

1
9
の
項
に
掲
げ
る
区
分
に
よ

り
算
定
し
た
手
数
料
の
額
の

2
分
の

1
に
相
当
す
る
額
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と

す
る
。

 

6
6
の

2
か
ら

6
6
の

2
の

3
ま
で

 
略

 

6
6

の
2

の
4
 

      

建
築
物
省

エ
ネ
法
第

3
4
条
第

1

項
の
規
定

に
よ
る
認

定
の
申
請

に
対
す
る

審
査

 

建
築

物
エ

ネ
ル

ギ
ー

消
費

性
能

向
上

計
画

認
定

申
請

手
数

料
 

ア
 
登
録
建
築

物
エ
ネ
ル
ギ

ー
消
費
性
能

判
定
機
関
又

は
登
録
住
宅

性
能
評
価
機

関
が
交
付
し

た
建
築
物
エ

ネ
ル
ギ
ー
消

費
性
能
向
上

計
画
に
係
る

技
術
的
審
査

適
合
証

(以
下

「
向
上
計
画

適
合
証
」
と
い

う
。

)そ
の
他

こ
れ
に
類
す

る
も
の
と
し

て
規
則
で
定

め
る
書
類
の

添
付
が
な
い

場
合

 

住
宅
部
分

 
一
戸
建
て

の
住
宅

 

床
面
積
の
合

計
が

2
0

0
平

方
メ
ー
ト
ル

未
満
の
と
き

 

1
戸
に
つ
き

3
4
,0

0
0
円

 

床
面
積
の
合

計
が

2
0

0
平

方
メ
ー
ト
ル

以
上
の
と
き

 

1
戸
に
つ
き

3
8
,0

0
0
円

 

         

 
 

共
同
住
宅

等
 

床
面
積
の
合

計
が

3
0

0
平

方
メ
ー
ト
ル

未
満
の
と
き
 

1
棟
に
つ
き

6
8
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

床
面
積
の
合

計
が

3
0

0
平

方
メ
ー
ト
ル

 

1
棟
に
つ
き

1
1
5
,0

0
0
円

 

 
 

 
    2
 
略
 

6
6
 

都
市
の
低

炭
素
化
の

促
進
に
関

す
る
法
律

第
5

5
条

第
1
項
の

規
定
に
よ

る
変
更
の

認
定
の
申

請
に
対
す

る
審
査
 

低
炭

素
建

築
物

新
築

等
計

画
変

更
認

定
申

請
手

数
料
 

 
略

 

(摘
要

) 

6
5
の

1
9
の
項
の
摘
要
の

2
の
規
定
は
，
都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る

法
律
第

5
5
条
第

1
項
の
規
定
に
よ
る
低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画
の
変
更
の

認
定
の
申
請
に
併
せ
て
当
該
低
炭
素
建
築
物
新
築
等
計
画
が
建
築
基
準
関
係

規
定
に
適
合
す
る
か
ど
う
か
の
審
査
の
申
出
が
あ
っ
た
場
合
に
つ
い
て
準
用

す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
，

6
5
の

1
9
の
項
の
摘
要
の

2
の
規
定
中
「
上
の
区

分
に
よ
り
算
定
し
た
額
」
と
あ
る
の
は
「

6
5
の

1
9
の
項
に
掲
げ
る
区
分
に
よ

り
算
定
し
た
手
数
料
の
額
の

2
分
の

1
に
相
当
す
る
額
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と

す
る
。

 

6
6
の

2
か
ら

6
6
の

2
の

3
ま
で
 
略

 

6
6

の
2

の
4
 

建
築
物
省

エ
ネ
法
第

3
4
条
第

1

項
の
規
定

に
よ
る
認

定
の
申
請

に
対
す
る

審
査

 

建
築

物
エ

ネ
ル

ギ
ー

消
費

性
能

向
上

計
画

認
定

申
請

手
数

料
 

  

ア
 
登
録
建
築

物
エ
ネ
ル
ギ

ー
消
費
性
能

判
定
機
関
又

は
登
録
住
宅

性
能
評
価
機

関
が
交
付
し

た
建
築
物
エ

ネ
ル
ギ
ー
消

費
性
能
向
上

計
画
に
係
る

技
術
的
審
査

適
合
証

(以
下

「
向
上
計
画

適
合
証
」
と
い

う
。

)そ
の
他

こ
れ
に
類
す

る
も
の
と
し

て
規
則
で
定

め
る
書
類
の

添
付
が
な
い

場
合

 

住 宅 部 分
 

一 戸 建 て の 住 宅
 

評
価
方
法

が
基
準
省

令
第

1
0
条

第
2
号
イ

(
2

)
及
び

ロ
(
2

)
以

外
に
よ
る

も
の

 

床
面
積
の
合

計
が

2
0

0
平

方
メ
ー
ト
ル

未
満
の
と
き

 

1
戸
に
つ
き

3
4
,0

0
0
円

 

床
面
積
の
合

計
が

2
0

0
平

方
メ
ー
ト
ル

以
上
の
と
き

 

1
戸
に
つ
き

3
8
,0

0
0
円

 

評
価
方
法

が
基
準
省

令
第

1
0
条

第
2
号
イ

(
2

)
及
び

ロ
(
2

)
に

よ
る
も
の

 

床
面
積
の
合

計
が

2
0

0
平

方
メ
ー
ト
ル

未
満
の
と
き

 

1
戸
に
つ
き

1
6
,0

0
0
円

 

床
面
積
の
合

計
が

2
0

0
平

方
メ
ー
ト
ル

以
上
の
と
き

 

1
戸
に
つ
き

1
7
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

共 同 住 宅 等
 

評
価
方
法

が
基
準
省

令
第

1
0
条

第
2
号
イ

(
2

)
及
び

ロ
(
2

)
以

外
に
よ
る

 

床
面
積
の
合

計
が

3
0

0
平

方
メ
ー
ト
ル

未
満
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

6
8
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

床
面
積
の
合

計
が

3
0

0
平

方
メ
ー
ト
ル

 

1
棟
に
つ
き

1
1
5
,0

0
0
円

 

69



 
 

 
 

 
 

以
上

2
,0

0
0

平
方
メ
ー
ト

ル
未
満
の
と

き
 

 

 
 

 
 

 
 

床
面
積
の
合

計
が

2
,0

0
0

平
方
メ
ー
ト

ル
以
上

5
,0

0

0
平
方
メ
ー

ト
ル
未
満
の

と
き

 

1
棟
に
つ
き

1
9
6
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

 
 

床
面
積
の
合

計
が

5
,0

0
0

平
方
メ
ー
ト

ル
以
上
の
と

き
 

1
棟
に
つ
き

2
8
2
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

 
 

                        

 

非
住
宅
部
分

 
略

 

イ
 
略

 

 
 

 
 

 
 

も
の

 
以
上

2
,0

0
0

平
方
メ
ー
ト

ル
未
満
の
と

き
 

 

 
 

 
 

 
 

床
面
積
の
合

計
が

2
,0

0
0

平
方
メ
ー
ト

ル
以
上

5
,0

0

0
平
方
メ
ー

ト
ル
未
満
の

と
き

 

1
棟
に
つ
き

1
9
6
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

 
 

床
面
積
の
合

計
が

5
,0

0
0

平
方
メ
ー
ト

ル
以
上
の
と

き
 

1
棟
に
つ
き

2
8
2
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

 
 

評
価
方
法

が
基
準
省

令
第

1
0
条

第
2
号
イ

(
2

)
及
び

ロ
(
2

)
に

よ
る
も
の

 

床
面
積
の
合

計
が

3
0

0
平

方
メ
ー
ト
ル

未
満
の
と
き

 

1
棟
に
つ
き

3
1
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

 
 

床
面
積
の
合

計
が

3
0

0
平

方
メ
ー
ト
ル

以
上

2
,0

0
0

平
方
メ
ー
ト

ル
未
満
の
と

き
 

1
棟
に
つ
き

5
3
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

 
 

床
面
積
の
合

計
が

2
,0

0
0

平
方
メ
ー
ト

ル
以
上

5
,0

0

0
平
方
メ
ー

ト
ル
未
満
の

と
き

 

1
棟
に
つ
き

9
8
,0

0
0
円

 

 
 

 
 

床
面
積
の
合

計
が

5
,0

0
0

平
方
メ
ー
ト

ル
以
上
の
と

き
 

1
棟
に
つ
き

1
4
9
,0

0
0
円

 

 
 

非
住
宅
部
分

 
略

 

 
イ
 
略
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(摘
要

) 
略

 

6
6
の

2
の

5
 
略

 

6
6

の
2

の
6
 

建
築
物
省

エ
ネ
法
第

4
1
条
第

1

項
の
規
定

に
よ
る
認

定
の
申
請

に
対
す
る

審
査

建
築

物
エ

ネ
ル

ギ
ー

消
費

性
能

認
定

申
請

手
数

料

ア
登
録
建
築

物
エ
ネ
ル
ギ

ー
消
費
性
能

判
定
機
関
又

は
登
録
住
宅

性
能
評
価
機

関
が
交
付
し

た
建
築
物
エ

ネ
ル
ギ
ー
消

費
性
能
に
係

る
技
術
的
審

査
適
合
証

(以

下
「
消
費
性
能

適
合
証
」
と
い

う
。

)そ
の
他

こ
れ
に
類
す

る
も
の
と
し

て
規
則
で
定

め
る
書
類
の

添
付
が
な
い

場
合

住 宅 部 分
 

一 戸 建 て の 住 宅
 

評
価
方
法

が
基
準
省

令
第

1
条

第
1
項
第

2

号
イ

(
1

)

(i
)及

び
ロ

(
1

)
に
よ

る
も
の

床
面
積
の
合
計
が

2
0

0
平
方

メ
ー
ト
ル
未
満
の
と
き
及
び

床
面
積
の
合
計
が

2
0

0
平
方

メ
ー
ト
ル
以
上
の
と
き

 
略

評
価
方
法

が
基
準
省

令
第

1
条

第
1
項
第

2

号
イ

(
2

)

(i
)及

び
ロ

(
2

)
に
よ

る
も
の
又

は
同
号
イ

(
3

)
及
び

ロ
(
3

)
に

よ
る
も
の

床
面
積
の
合
計
が

2
0

0
平
方

メ
ー
ト
ル
未
満
の
と
き
及
び

床
面
積
の
合
計
が

2
0

0
平
方

メ
ー
ト
ル
以
上
の
と
き

 
略
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評
価
方
法
が
基
準
省
令
第

1
条
第

1
項
第

2

号
イ

(1
)及
び
ロ

(1
)に
よ
る
も
の
 
略

 

評
価
方
法

が
基
準
省

令
第

1
条

第
1
項
第

2

号
イ

(2
)(

i

i)
及
び
ロ

(
2

)
に
よ

る
も
の
又

は
同
号
イ

(
3

)
及
び

ロ
(
3

)
に

よ
る
も
の

床
面
積
の
合
計
が

3
0

0
平
方

メ
ー
ト
ル
未
満
の
と
き
か
ら

床
面
積
の
合
計
が

5
,0

0
0
平

方
メ
ー
ト
ル
以
上
の
と
き
ま

で
 
略

非
住
宅
部
分

 
略

 

イ
略

(摘
要

) 
略

 

6
6
の

2
の

7
か
ら

7
8
ま
で
 
略

 

(摘
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) 
略

 

6
6
の

2
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6
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の
2

の
6
 

建
築
物
省

エ
ネ
法
第

4
1
条
第

1

項
の
規
定

に
よ
る
認

定
の
申
請

に
対
す
る

審
査

建
築

物
エ

ネ
ル

ギ
ー

消
費

性
能

認
定

申
請

手
数

料

ア
登
録
建
築

物
エ
ネ
ル
ギ

ー
消
費
性
能

判
定
機
関
又

は
登
録
住
宅

性
能
評
価
機

関
が
交
付
し

た
建
築
物
エ

ネ
ル
ギ
ー
消

費
性
能
に
係

る
技
術
的
審

査
適
合
証

(以

下
「
消
費
性
能

適
合
証
」
と
い

う
。

)そ
の
他

こ
れ
に
類
す

る
も
の
と
し

て
規
則
で
定

め
る
書
類
の

添
付
が
な
い

場
合

住 宅 部 分
 

一 戸 建 て の 住 宅
 

評
価
方
法

が
基
準
省

令
第

1
条

第
1
項
第

2

号
イ

(
1

)

及
び

ロ

(
1

)
に
よ

る
も
の

 

床
面
積
の
合
計
が

2
0

0
平
方

メ
ー
ト
ル
未
満
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議案第 ７号

柏市中小企業資金融資条例の一部を改正する条例の制定

について  

 柏市中小企業資金融資条例の一部を改正する条例を次のとおり制

定する。  

  令和 ５年 ２月２４日提出

柏市長   太 田 和 美

提案理由  

創業支援資金の融資の限度額を改定したいので提案する。
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柏市条例第   号

柏市中小企業資金融資条例の一部を改正する条例

柏市中小企業資金融資条例（昭和６３年柏市条例第２１号）の一

部を次のように改正する。  

 別表 創業 支援 資金の 項中 「１ ，５０ ０万 円」 を「 ３ ，５ ００ 万

円」に改める。  

附  則  

（施行期日）

１  この条例は，令和５年４月１日から施行する。

（経過措置）  

２  この条例による改正後の柏市中小企業資金融資条例の規定は，

この条例の施行の日以後の申込みに係る資金の融資について適用

し，同日前の申込みに係る資金の融資については，なお従前の例

による。  
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議案第７号資料

柏市中小企業資金融資条例の一部を改正する条例について

柏市中小企業資金融資条例（昭和６３年柏市条例第２１号）新旧対照表 

改正前 改正後 

別表(第5条) 別表(第5条) 

融資する

資金の種

類 

融資する資金の限度

額 

(中小企業者等1人当

たり) 

融資の期間 

事業資金から挑戦資金まで 略 

創業支援

資金 

運転資

金 

1,500万

円 

略 

設備資

金 

略 

工場移転資金及び大型店進出対策資金 略 

融資する

資金の種

類 

融資する資金の限度

額 

(中小企業者等1人当

たり) 

融資の期間 

事業資金から挑戦資金まで 略 

創業支援

資金 

運転資

金 

3,500万

円 

略 

設備資

金 

略 

工場移転資金及び大型店進出対策資金 略 

備考 略 備考 略 
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